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＜要約＞
従来のマルクスの労働理論では，労働力の価値は，日々の労働力の再生産のために必要
な最低生存費の水準に設定されるという見方が根強かった。またこの見方は，労働者の生
活を，労働者個人とその家族の内部だけに閉じた個人的消費の過程として描き出すもので
あった。しかし労働者の生活は，家族以外にも多様なユニットをもつ集団的消費の過程で
あり，それゆえ労賃にも，日々の個人的消費には直接投下されない「保険財源」の原資が
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はじめに
（１）
マルクスの労働者像は，あえて単純化すれば，
次のような二つの基本命題によって特徴づけら
れてきたように思われる。第一命題は，資本主
義における労働者の典型をなすのは単純労働に
従事する工場労働者であるというものであり，
第二命題は，資本主義における雇用関係の典型
をなすのはごく短期の非正規雇用，極端にいえ
ば日雇であるというものである１）。
もっとも，マルクスが『資本論』を執筆した
時点では，これらはたんなる理論上の命題とい
うよりも，新たに勃興しつつあるイギリスの労
働者階級の実像をかなり忠実に模写したもので
あった。その実像の細部にたいする，ほとんど
ジャーナリスティックといえるほどの関心の強
さは，『資本論』第１巻第３篇第８章「労働日」
における夥しい数の事例紹介からも知られる。
マルクスは，「資本の一般的定式の矛盾」を解
決するという理論上の要請からきわめて抽象的
な労働力概念を導き出しつつも２），きわめて具
体性に富んだ労働者像をその傍らに添えること
含まれる。労働者の家計貯蓄だけでなく，現物備蓄や生活労働の余力なども，労働者階級
全体が積み立てる「保険財源」の一部になる。労働力の価値を規定するのは必要生活手段
の範囲であるが，この範囲の変化を促すのは，個人的消費それ自体の変化というよりは，
むしろ労働者の生活に占める個人的消費と集団的消費との比率の変化であり，家計所得に
占める「保険財源」のポジションの変化である。
労働者階級の「保険財源」を起点にして考えると，労働力の売買関係は，今日稼いだ日
銭で明日の労働力を養う（今日の生活手段を買い戻す）という単純な現金売買としてでは
なく，一種の貸借関係として捉え直される。マルクスにも，労働力の売買関係を「労働力
の使用価値の前貸」とみなす発想はあったが，その発想はかなり不十分にしか展開されて
いない。むしろ今日では，労働力の売買関係を一般的な商品の現金売買と同列に扱うこと
が当たり前になっている。ただそうなったのは，売買関係と貸借関係との違いが，貨幣の
支払方法の違いとして狭く理解されてきたことにも一因がある。
労働力と労働者とは別ものとはいえ，労働力の過酷な使用は労働者自身をも破損しかね
ない。それゆえ労働力の売買関係では，賃金がきちんと後払いされるかどうかだけではな
く，売った後に労働力がどのように使用されるかも問われる。それは，商品の使用権は買
い手に属するという売買の原則を超える関係であるが，といって貸したのと同じものを返
すという貸借の原則に服する関係でもなく，労使間における固有の信用関係を形成する。
この信用関係に伴うリスクの縮減は，労働力が商品化される上での必要条件になるのであ
る。
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で，自らの労働理論にたいして学術的次元には
止まらない説得力を与えようとしたのではない
か３）。これはさながら，抽象画のなかに物的素
材を落とし込んだキュビスム的な手法にも喩え
られよう。
むろん他にも，以上二つの基本命題から演繹
される命題が多くある。なかでも重要であるの
は，資本主義における労賃は，その日に消費さ
れた一日分の労働力を再生産し，次の日にもう
一度売ることを可能にする水準に設定される
（労賃とは労働力の再生産費である）という第
三命題であろう。労働力という概念はマルクス
経済学に独自のものとされているが，どうして
もこの概念を用いることが必要になるのは，突
き詰めてみると三つの命題のなかでは第三命題
だけである。
もっともこの命題の中味は，再生産されるの
が現役世代の労働力だけだと見るか，将来世代
の労働力までを含むと見るかによって変わって
くる。おそらく多数派を占めるのは，後者の見
方に基づいた家族賃金説であろう。ただ何れの
見方に基づくにせよ，賃金が日々の生活のため
に最低限必要な水準，いわゆる最低生存費の水
準に設定されているという結論になることに変
わりはない。その点において第三命題は，古典
派以来の賃金生存費説（生存賃金説）を継承し
たものと見ることもできる４）。
これら三つの命題は，一時はほとんど説得力
を失っており，むしろマルクス経済学の全体に
たいする評価を大きく押し下げる要因にすら
なっていた。まず，資本主義の脱工業化の流れ
のなかで，全就業者人口に占める第二次産業の
比率と第三次産業のそれとが逆転したことで，
第一の命題はもはや時代遅れの謬見と断じられ
るようになった。それと同時に，高度経済成長
期以降の日本の終身雇用制度を典型例とする長
期の正規雇用が広まり，勤続年数に応じた定期
昇給や賞与・報奨金などを組み込んだ賃金水準
の安定的上昇が見られるなかで，第二，第三の
命題の方も失効しつつあるものと考えられるよ
うになった。
しかしこうした流れは，ここ１０年ほどの間に
逆流したように見える。第一の命題にたいする
評価には大きな変化はない。資本主義が脱工業
化の段階からさらに金融化の段階へと進むなか
で，先進国においてものづくりの占める地位は
依然低調なままである。しかし，第二の命題に
ついては事情が異なる。長期不況の下で終身雇
用制度や年功序列賃金が瓦解に瀕し，雇用形態
が多様化して，全就業者人口に占める非正規雇
用の比率が増大するなかで，かつてマルクスが
描いた赤貧状態の労働者像が，あたかも今日の
ワーキングプアを予告するかのような先見性を
秘めていたものと高評されるようになってきた
のである５）。
しかし，こうした相場の変化をもって，久方
ぶりにマルクス経済学への追い風が吹いてきた
ものと受け止めてよいのか，どうか。その点を
見極めるためには，労働市場の現代的動向に目
を向ける必要がある。
現代の労働市場は，いくつかの明確な特徴を
帯びている。最も目立つのは，労働者階級の内
部における階層分化の傾向，いわゆる格差化の
傾向であろう。しかし，この傾向をマルクス経
済学で論じようとすると，早くも壁にぶつかる
ことを思い知らざるをえない。
すでに述べたように従来のマルクス経済学で
は，一部の商業労働者や事務労働者を除く大多
数の労働者は日雇の単純労働者とされていたわ
けであるから，その内部で雇用形態の違いや賃
金の格差が生じることは，本来想定しにくい事
態のはずである。賃金は，景気局面によって生
存賃金水準から上昇するにせよ，反対に下落す
るにせよ，労働者階級の全体をつうじて一律に
変動するものと考えざるをえない６）。また，一
部の労働者が日雇いのままで，残りの労働者の
雇用期間だけが長期化することも，本来想定し
にくい事態のはずである。仮に，かかる雇用条
件の格差によって剰余価値率（搾取率）の変化
が生じたとすれば，それに反応して直ちに部門
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間・職場間での労働力移動が生じて，格差はご
く短期の内に解消されるものと考えざるをえな
い。さらに，失業の不安も，全ての労働者に均
等に掛かるものと考えざるをえないであろう。
要するに，マルクスの労働者像を特徴づけてき
た三つの命題は，取りもなおさず，格差化の傾
向にたいする理論的接近を強力に阻む三つの障
壁になるのである。
ただ，以上の観点から振り返ってみると，マ
ルクスの労働者像にたいする評価は，毀誉褒貶
の何れを問わず，共通の問題点を有していたこ
とが分かる。
なるほど，マルクス経済学の問題意識は，資
本主義の階級関係的な存立構造を明らかにする
ことに置かれてきたことは確かである。それゆ
え格差化の傾向は，さだめし自家薬籠中のもの
であろうという期待をもたれやすいかもしれな
い。しかし先述したように，それはいささか期
待が過ぎるといわざるをえない。マルクス経済
学が論じてきたのは，有名な窮乏化法則を始め
として，あくまで資本家階級と労働者階級との
間の格差であって，労働者階級内部でのそれで
はない。赤貧の労働者像も，ワーキングプアと
は似ているかもしれないが，それ以外の労働者
とは似つかない。マルクスの労働者像にたいす
る最近の高評は，むしろ贔屓の引き倒しの感も
否めないのである。
ただこうした反省は，マルクスにたいする批
判者の方にも跳ね返ってくる。完全競争の状態
にある労働市場を理論化してきた立場からすれ
ば，労働者間格差の拡大はそれこそ想定しがた
い事態になる。したがって，かかる事態の原因
は，正規労働者を特別扱いする労働組合や雇用
慣行によって労働市場の本来の流動性が阻害さ
れていることに帰せられるだけである。資本主
義の脱工業化にもかかわらず，製造業での非正
規労働の増大が大きな社会的反響を呼んでいる
理由も説明しにくい。まして，かつての日本的
な雇用制度を称揚してきた立場からすれば，劣
悪な雇用条件をも拒絶しようとしないワーキン
グプアの存在はいよいよ理解を絶したものに映
ろう。
つまり，高度経済成長期における正規労働者
ばかりに目を奪われることも，それ以降の非正
規労働者ばかりに目を奪われることも，その視
野の狭さにおいて五十歩百歩なのであり，どち
らも格差化の傾向にはリーチの届かない位置に
いるのである。
（２）
しかし，現代の労働市場を特徴づけるのは格
差化の傾向だけではない。もう一つの重要な特
徴は，資本主義そのものが著しい金融化の傾向
を示すなかで，労使関係の内部や労働者階級の
深部にまで金融的関係が入り込んできているこ
とであろう。伊藤誠の用語を借りていえば，「労
働力の金融化」の傾向である（伊藤［２００９］３０
頁）。
もっとも，家計貯蓄の恒常化や消費者金融の
浸透，財テクの流行なども含めて考えると，「労
働力の金融化」はかなり長期にわたる歴史的傾
向をなしていると見ることもできる。しかし注
目すべきなのは，現代の「労働力の金融化」が
以前のそれとは異なり，金融投資を行う経済的
余裕のある階層の労働者だけに関わりのある話
ではなくなりつつある点であろう。従来であれ
ば金融排除の対象となってきたような下層の労
働者や，自分自身が株式市場に参加しているわ
けではない保険の加入者までが，リスクの移転
先として金融市場のなかに組み込まれ，金融的
搾取の対象となりつつあるのである。そのこと
は，今日の金融化にかんして多くの論者が共通
に指摘しているところであり７），先般のサブプ
ライム問題によって目の当たりに実証されたと
ころでもある。
格差化の傾向と金融化の傾向とは，一枚のコ
インの裏表の関係にあるといってよい。給与の
一部にストック・オプション制を適用されるよ
うな上層の正規労働者と，それ以外の層の労働
者との格差は，株価の変動とともに伸縮する。
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そのことで生じた勤労所得の格差は，家計貯蓄
の格差へと繋がり，さらなる財産所得の格差を
もたらす要因になる。これらの格差を圧縮する
ためには，金融市場での一発逆転を狙って，下
層に近い労働者ほどより積極的に金融リスクを
取る必要が生じる。しかし一発逆転に失敗して，
住居までを抵当流れで失うことになった労働者
は，非正規労働者か，さらにその下の産業予備
軍のポジションに転落することを余儀なくされ
るのである８）。
しかし金融化の傾向も，マルクス経済学に
とって決して扱いやすいものではない。むろん
マルクス経済学は，長い信用論研究の歴史を有
しており，現代金融にかんする先行研究の蓄積
にも不足はない。とはいえ，少なくとも原理論
の次元で考えると，信用機構はあくまで産業資
本間の資金融通の関係を補助するための市場機
構として論じられてきた。それはいわば，もの
づくりに密着した産業金融機構の理論なのであ
り，ものづくりから乖離した現代の証券金融機
構を分析するツールとしては必ずしも有力では
ないのである９）。
しかしそれ以前に，原理論の次元では，そも
そも労働者と信用機構との関わりを説くこと自
体に困難がある。
労働者が労働力以外の資産をもたない以上，
勤労所得以外の家計所得は存在しないものと考
えざるをえない。そして，その労働力の価格が
最低生存費の水準に設定されている以上，勤労
所得は日々の消費支出をつうじて全て費消され，
貨幣貯蓄の原資は残らないはずである。仮に，
例外的に労賃の高い労働者だけが貨幣貯蓄を行
うとしても，信用機構があくまで産業金融機構
であり続ける限り，それらの労働者が銀行に預
金口座を開設することは難しいであろう。株式
や社債を購入することの困難に至っては尚更で
ある。また，雇用関係が原則として非正規であ
る以上，労働者への信用貸しを行うことはでき
ず，労賃の支払いも現金で行わざるをえない。
その結果，銀行券が流通するのは資本間の商業
流通（卸売流通）に限られ，一般的流通（小売
流通）では金属貨幣を用いる以外ないという二
重構造が定着する１０）。あれこれ思い巡らせても，
「労働力の金融化」に通じる経路はなかなか見
えてこないのである。
以上を踏まえると，「労働力の商品化」の現
代的深化の先に「労働力の金融化」があるとい
う伊藤の指摘も（伊藤［２００９］３０―３５頁）１１），一
見してそう思われたほど平明なものではなく
なってくる。
もしも最下層の労働者ですら住宅ローンを組
んだり，消費者信販を利用したり，株式を信用
買いしたりすることができるのであれば，最低
生存費の賃金水準でも働かなければならない必
然性は薄弱になる。資産価格の評価益を元手に
して，働かずに食ってゆくことも可能になる。
ちょうど１９２０年代の大強気相場時代のアメリカ
のように，投機熱が勤労意欲を遙かに凌駕する
ことになる。しかしそれでは，「労働力の商品
化」の前提条件自体が失われてしまおう。従来
の原理論では，労働者が資本家的信用機構への
アクセス権をもたないことと，半永久的に賃金
労働者の地位に止め置かれることとは，相即不
離の関係にあるものと説明されてきた。この説
明に基づくと，「労働力の商品化」は，むしろ
「労働力の非金融化」と同義であるという結論
になるのではないか。
何れにせよここでも，マルクスの労働者像を
特徴づけていた三つの命題が障壁となって，金
融化の傾向にたいする理論的接近を強力に阻ん
でいることが確認されよう。しかし，「労働力
の商品化」を説くという課題のために，果たし
て三つの命題を固守し，労働者の貨幣貯蓄を完
全に否定する必要があったのかどうかには再考
の余地がある。
本論で詳しく述べるように，労働力の販売に
は費用が掛かり，労働力の再生産にも労働が掛
かる。それらの費用や労働を支出するためには，
労賃支払に先立って，労働者の側にそれなりの
金銭的・物的・人的余力が貯えられていなけれ
労働力と商人（１）
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ばならない。この余力の多寡は，雇用形態の違
いや労働力の品質の違いに反映され，結局は労
賃額の違いに反映されることになる。貯蓄格差
が所得格差を生み，さらなる生活水準の格差へ
繋がるという周知の構図である。全ての労働者
がいわば貯蓄ゼロ世帯であるという従来の原理
論の見方は，販売費用がゼロでも労働力は売れ
るし，生活労働がゼロでも労働力は再生産され
るという極端な（過剰な）想定に基づいている。
この想定は，「労働力の金融化」以前に，むし
ろ「労働力の商品化」を説く上での障害となっ
ている懼れすらなくはない。
（３）
こうした反省点を踏まえた上で，マルクス以
来の伝統的な労働者像からの脱却を図ろうとす
る場合，従来の労働理論のどの部分に手を着け
るべきなのか。やや遠回しにではあるが，その
ヒントを与えてくれるのは，労働力の転売市場
としての人材派遣業・労働者供給事業の存在で
あり，労働力の商人としての人材派遣会社・職
業紹介会社の存在である。
人材派遣業が格差化の傾向に深く関与してい
ることは，現状から見ても明らかであろう。周
知のように，今日の日本のワーキングプア問題
の背景にあるのは，労働者派遣法の改正を契機
とする派遣労働者の増大であり，人材派遣業の
成長であった。派遣先進国と呼ばれるイギリス
でも，派遣労働者と正規労働者との賃金格差は
著しい拡大傾向にある。
ただ，人材派遣業の存在自体は，今日の日本
やイギリスだけに見られる特殊な事象ではない。
人材派遣会社（Temporary Staff Agency, société
agence d’intérim, Personal Service Agenturen）
のプロトタイプは古今東西を問わず無数に存在
しており１２），その呼び名も手配師（Recruiter of
Day Laborers, disposer les infirmières, Verein-
baren Krankenschwestern），周旋屋，口入屋，
人夫貸し・人夫出しなど多岐にわたる。後に紹
介するように，『資本論』のなかでも，当時の
イギリスに見られた下請業者による中間搾取の
事例が，“Sweating－System”（苦汗制度）とい
う呼び名で紹介されている（K .，，S.５７７，〔３〕
８５―８６頁）。公的職業安定組織（日本でいえば公
共職業安定所）も，営利目的の転売活動を行っ
てこそいないが，人材派遣会社とほぼ重なる仲
介機能を果たしている。
しかしマルクス経済学では，労働者が自分の
労働力を売り，それを資本家が買って自分で消
費するパターンの労働力の売買関係ばかりが取
り上げられ，両者の中間に第三者が入る間接雇
用のパターンはほとんど考察の範囲外に置かれ
てきた。また，そのことの原因とも結果ともい
えようが，労働力自体も，買った途端に価値を
失い，転売も保蔵も利かない商品として規定さ
れてきたのである。
そもそも，大多数の労働者は日雇の単純労働
者であるという命題からすれば，大多数の労働
者が売るのも，一人分の，かつ一日分の労働力
に限られざるをえない。単品でしか買うことが
できず，しかも買ったその日に消費期限が切れ
てしまうような商品では，ほとんど転売する余
地がなく，在庫として取り置く余地もない，や
はり資本家にとって労働力は「自ら消費するよ
り外に途のない商品である」（宇野［１９５０・５２］
８０頁）という結論に至るのも無理はないところ
であろう。本稿の「はじめに」の冒頭部分で述
べたように，今日のワーキングプアを引き合い
に出してマルクスの先見性を再評価しようとす
る気運はあるものの，これは理論的な意味では
ミスリーディングである。少し注意してみるだ
けでも，ワーキングプアの過半を占める派遣労
働者は，マルクスの労働者像から相当遠い距離
にあることが分かる。
本来，他学派と比べたマルクス経済学のセー
ルスポイントの一つは，市場における商人の存
在に原則的な意味を認めることにあった。周知
の「貨幣の資本への転化」論のなかでも，マル
クスは「資本流通 G─W─G」を，「商品流通
の直接的形態W─G─W」と並んで存在するも
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う一つの「商品流通の形態」として説いている
（K .，，S.１６２，〔１〕２５８頁）。こうした資本流通の
説き方自体には少なからず難点もあるが１３），兎
も角もここでマルクスが，生産者同士の直接交
換の場という古典派以来の市場像にたいして，
最初から商人のいる市場像を対置していること
は確かであろう。
しかしそのマルクスも，「貨幣の資本への転
化」論の末尾にある「労働力の売買」の節まで
来ると，一方に労働力の生産者たる労働者がお
り，他方にその消費者たる資本家（貨幣所持者）
がおり，両者の間で労働力が直接売買されると
いう設定に引き戻されている。しかもこの設定
は，ほぼ『資本論』の全巻をつうじて一貫して
いる。つまりマルクス経済学も，こと労働市場
にかんしては商人の存在を度外視してきたので
あり，本来のセールスポイントを活かし切れて
はいないのである。
ただその責めは，マルクスの労働者像だけに
帰せられるべきではない。労働市場における商
人の存在が度外視されてきた理由の一端は，労
働者像とは対極の位置にあるマルクスの商人像
の内にも潜んでいる。
マルクスが「貨幣の資本への転化」論のなか
で粗描した商人像は，最終的には『資本論』第
３巻における資本主義的な商業資本像に引き継
がれたものと見ることができよう。この商業資
本像を構築するに当たって，マルクスは「本来
の卸売商業」だけを素材に選んで，小売商業を
その「異質的な機能」として切り捨てている（K .，
，S.２９３，〔６〕４６０頁）。また，その「本来の卸売
商業」の活動を，「売るための買いというその
本来の機能」として抽象化している（K .，，S.
２９８，〔６〕４６８頁）１４）。これらはまた，「資本の一般
的定式」は価値の姿態変換運動 G─W─G’とし
て図式化されるというように，商品転売と密着
するかたちで組み立てられてきた資本概念の帰
結でもあろう。
しかし労働市場における商人は，労働者─資
本家間の労働力の売買関係を中継するわけであ
るから，資本家間の売買関係を中継する「本来
の卸売商業」よりも，むしろ小売商業に近い性
格を帯びている。また本論で詳しく述べるが，
その活動内容も，多分に斡旋業的・保険業的な
内容を含んでおり，「売るための買い」には限
定されない広がりをもっている。しかもこの広
がりは，労働力を労働者の身体から切り離すこ
とができず，労働を労働者の主体性から切り離
すこともできないという事情に由来する。すな
わち，労働力という商品それ自体に具わる使用
価値的な特性に由来する。取り扱う商品がいか
なる使用価値を有しているかには一切関わりな
く，資本の運動は G─W─G’という「一般的定
式」を固持するという理解から出発する限り，
労働市場における商人への理論的接近は困難に
ならざるをえないのである。
そして，以上の問題を掘り下げることは，格
差化と並ぶもう一つの労働市場の現代的傾向，
金融化の傾向にたいするパースペクティブを開
くことにも結びつく。
格差化の傾向とは違って，人材派遣業と金融
化の傾向との関連は必ずしも見易いものではな
い。もっともすでに述べたように，これら二つ
の傾向は一枚のコインの裏表の関係にあるから，
人材派遣業がその一方の傾向と直接的に結びつ
いているとすれば，他方の傾向とも間接的に結
びついているはずだと主張することはできる。
たとえば，金融市場における格差の拡大が，労
働市場における格差の拡大を助長し，それを人
材派遣業が利用するといった結びつきである１５）。
しかしこの限りであれば，人材派遣業は，金融
化の傾向に積極的な関与をしているとはいいが
たい。むしろ，金融化のおこぼれで肥え太るだ
けの存在であり，他者の窮状に付け込もうとす
る貧困ビジネスの域を超えないものと見なけれ
ばならなくなる。確かに，そうした見方もあな
がち誤謬とはいえないが，特に発見的な示唆を
含むものでもない。
かかる見方を脱するためには，まず，人材派
遣業の現状に引き擦られすぎないように留意す
労働力と商人（１）
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る必要がある。人材派遣業と呼ばれているもの
（そう呼ばれうるもの）の具体的な中身は，労
働法制や労使慣行などのあり方とともに時代ご
とに変化し，地域ごとに相違もする。数多ある
業種のなかでも，歴史的な経路依存性が特に強
く働く業種なのである。
たとえば，日本の現行の職業安定法では，第
４４条において労働者供給事業が原則として禁止
されており，例外的に許可される人材派遣業に
ついても，禁止される諸種の特定目的行為（派
遣先による事前面接や履歴書受領など）が細か
く定められている。しかしアメリカでは，人材
派遣業にかんする連邦レベルでの規制はほとん
どなく，いくつかの州で事業の届出が定められ
たり，手数料の上限が設けられたりするだけに
止まっている。また同じ EU諸国間でも，派遣
規制のあり方は一様ではなく，それを反映して
派遣労働の浸透率も区々になっている。これほ
ど個体差の大きい対象群を丸ごと原理論のなか
に組み込もうとしても，上手くいかないのは最
初から目に見えている。といって，丸ごと組み
込めないものは丸ごと捨ててしまえばよいと割
り切るのも，理論的姿勢としては安易にすぎる
のではないか。
抽象のレベルを一つ上げて，人材派遣業をた
とえば労働市場に棲息する小売商人の進化形と
して捉え直してみると，これを原理論で説こう
とすることも，それほど無謀な試みとは思えな
くなる。また，同じ小売商人の別の進化形とし
て，消費者向けの小口金融業者がいたり，住宅
専門金融会社や抵当証券会社がいたりすると見
ることも，それほど不自然な想定とは思えなく
なる。小売商人や小口金融業者も，賃金制度の
あり方とともにその具体的な中身が変わるとい
う意味では，決して労働市場と無関係な存在で
はないのである。
もっとも人材派遣業は，労働力の売り買いを
代行して手数料を得ているだけであり，商人の
ように労働力を転売して差益を得ているわけで
はないと反論されるかもしれない。しかし商人
も，商品の売り買いを代行して手数料を得るだ
けの，いわゆる仲介商の業態を取ることは何ら
珍しくはない。また，たとえば信用で仕入れて
現金で売る転売業者は，あくまで結果としてで
はあるが，仲介商と同じ役割を果たしていると
も考えられよう。
しかしこうした理論的操作によって，ただ人
材派遣業と原理論との距離を縮めるだけでは十
分ではない。より根本に立ち帰って，金融化の
傾向にかんする常識的な見方そのものを疑って
みる必要がある。
おそらく常識的な見方では，金融化の影響は
まず資本家階級の内部における波及を終えた後，
資本家と親和性のある労働者階級の上層へと浸
透し，やがて上層から中層，中層から下層へと
順を追って滴下されるという理解になろう。マ
ルクスが典型視していたのはこの下層の労働者
であるが，彼らは金融化の発生源からは最も遠
い位置，いわば最も非金融的な位置にあること
になる。この理解は，労働者階級は資本家的信
用機構の蚊帳の外に置かれているという従来の
信用論の見方とも矛盾しない。さらにいえば，
商品化の波（金融化の波もその一つといって差
し支えないであろう）はいつでも共同体の外部
からやってくるというマルクス経済学の基本命
題とも矛盾しない。
しかし本論で述べるように，もともと労働力
の売買関係には，金融市場に労働者が参加する
か否かには関わりなく，労使間の信用関係が深
く関わっている。まず，労賃が後払いであるこ
と自体が，通常の現金取引には見られない信用
的要因を含んでいる。このことは労働力の売買
関係が，しばしば貨幣や土地の貸借関係と対比
されてきた所以でもある。しかもその要因は，
労賃が契約通りに後払いされるかどうかという
一点には押し込められない。労働力が適正に使
用されるかどうか，労働の成果が適正に評価さ
れるかどうか，総じていえば労働の内容そのも
のに関わる次元にも信用的要因が発生するので
あり，それはむしろ資本間の信用取引には見ら
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れないものである。
これらの要因に金融的という言葉を当てるの
は，言葉の本来の意味からは懸け離れた用語法
になることは否めない。金融の本義は，やはり
貨幣を貸し借りすることにある。しかしそのこ
とはむしろ，労働力の売買関係を論じる上では，
商品売買と貨幣貸借，現金取引と信用取引とい
う伝統的な二分法を脱する必要があることを示
していよう。上述の信用的要因は，常識的な見
方にある金融化の外来的・追加的な影響とは異
なり，労働力の売買関係のなかに直接の発生源
をもっている。「労働力の商品化」の現代的深
化の先に「労働力の金融化」があるという見方
に反して，「労働力の商品化」の本源的基礎に
当たる部分にすでに信用関係が潜んでいる。そ
して，この部分にこそ，労働市場における商人
の関与が強く現れるのである。
あらかじめ本稿の構成を見ておこう。
第１節では，労働力商品やその売買関係の特
殊性をめぐる過去の議論を検討しつつ，マルク
スの労働理論を刷新するための基礎作業を行う。
ここでは，労働力の再生産という概念は，もと
もと労働力単体ではなく労働者階級全体に適用
されるべき概念であり，労働力の再生産費のな
かには労働者階級全体が積み立てる「保険財源」
の原資までが含まれること，また労働者の生活
には個人的消費と集団的消費という二つの次元
が存在するが，どちらの次元にも生活労働が不
可欠であり，その生活労働の余力も家計貯蓄と
並んで「保険財源」の重要な一部を形成するこ
と，そして「保険財源」の存在を念頭に置くと，
労働力の売買関係の裏面には一種の貸借関係が
貼り付いていることが明らかになり，そのこと
はマルクスの「労働力の使用価値の前貸」とい
う議論でも示唆されてはいるが，今日ではこの
議論はあまり顧みられず，むしろ労働力を一般
的な売買物件に引きつけた理解が定着している
こと，しかし貸借関係と信用関係との違いを踏
まえると，労働力の売買関係の裏面に貼り付い
ているのは貸借関係ではなく，むしろ信用関係
と考えるべきであり，そこには労賃の後払いの
問題には還元できない次元の信用，労働力の使
用方法や労働成果の評価方法にかんする信用が
絡んでくることなどが，それぞれ明らかにされ
る。
第２節では，労働力の売買関係が，これまで
典型視されてきた単発的な直接取引のパターン
から乖離してゆく機構に分析を加える。ここで
は，労働力の使用価値には，主体性のない一般
的な商品とは異なる特殊な不確定性があり，そ
の不確定性を縮減するためには一般的な商品以
上に厳しい品位の見極めが必要になること，ま
たこうした事情のために，同じ労働者からくり
返し労働力を買おうとする傾向が現れる一方で，
労働力を専門的に扱う中間業者への要請も強ま
るが，労働力の売買に掛かるコストの存在を無
視してきた過去の議論では，中間業者の存在を
説くことが原理的に不可能になっていること，
ただこの中間業者は，既成の労働力を仲介する
だけではなく，労働力の品質保証や品質向上に
まで関わり，労働力の売買関係に伴う信用リス
クを圧縮する信用代位業者の役割をも果たすの
であり，その行動範囲は資本家階級を超えて労
働者階級の内部にまで及ぶことなどが，それぞ
れ明らかにされる。
第３節では，一般的な商人資本や商業資本と
比較した労働力の商人の特性を踏まえながら，
この商人の存在によって労働市場に及ぼされる
影響を考察する。ここでは，単純労働力だけが
売られていて，その価格も剰余価値率とともに
一定であるという従来の労働市場像に代えて，
最初から商人の存在を織り込んだ労働市場像を
立てる必要があり，それは商業資本のいる商品
市場像よりは，貿易商や小売商人のいる商品市
場像に近いこと，また労働力の商人の業態には
人材派遣業が含まれるが，人材派遣業が労働者
の雇用と労働力の売買とを乖離させ，派遣待ち
の労働力在庫を抱え込む結果，労働市場には流
動化・価格差の増幅などの影響が現れること，
労働力と商人（１）
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しかしその影響は労働市場の内部だけには止ま
らず，生活労働に従事してきた下層の産業予備
軍が派遣業界に動員されることを通して，最終
的には消費領域にも及ぶのであり，そのことを
踏まえると，労働市場のなかで労働者の「文化
段階」がもつ意味もきわめて重要になることな
どが，それぞれ明らかにされる。
１ 労働力をめぐって
１―１ 労働者階級の「保険財源」
本稿の「はじめに」で述べたように，マルク
スの労働者像を特徴づける三つの命題のなかで
も，労賃とは労働力の再生産費であるという第
三命題は，特に重要な意味をもっていた。マル
クスは『資本論』第１巻第３篇第５章のなかで，
この命題の基礎をなす認識を，次のような一文
にまとめている。
「（１）労働はその素材的諸要素を，その対象と
手段とを消費し，それらを食い尽くすのであり，
したがって，それは消費過程である。（２）この
生産的消費が個人的消費から区別されるのは，
後者は生産物を生きている個人の生活手段とし
て消費し，前者はそれを労働の，すなわち個人
の働きつつある労働力の生活手段として消費す
るということによってである。（３）それゆえ，
個人的消費の生産物は消費者自身であるが，生
産的消費の結果は消費者とは別な生産物であ
る」（K .，，S.１９８，〔１〕３２１―３２２頁，文中の括弧
内番号は引用者による）。
マルクスはまず（１）において，労働概念を包
摂する方向へと消費概念を拡張している。次に，
労働という消費を「この生産的消費」といいか
えることで，（２）の生産的消費と個人的消費と
のカップリングを導き出し，それを敷衍させて
（３）の結論に至っている。この展開をつうじて，
一方に労働・生産の世界があり，他方に消費・
生活の世界があるという通俗的な二分法が棄却
されているものと見ることができる。
しかし，（２）から（３）にかけての論理展開は，
「それゆえ」という順接の接続詞で結ばれてい
るにもかかわらず，改めて読み返してみると少
し強引な印象が否めない。
生産的消費という概念を呑み込みさえすれば，
「生産的消費（すなわち労働）の結果は消費者
とは別な生産物である」ことは自明であって，
特に断るまでもない事柄になる。しかし，個人
的消費という概念を呑み込んでも，「個人的消
費の生産物は消費者自身である」といえるかど
うかはよく分からない。「消費の生産物」とい
うように，消費概念と生産概念とを結びつけて
よい根拠が不明であり，その根拠は（１）から（２）
にかけての論理展開では与えられていないから
である。にもかかわらず，マルクスが（３）で力
点を置いているのは，「生産的消費の結果は消
費者とは別な生産物である」という自明な命題
の方であって，追加説明を要する「個人的消費
の生産物は消費者自身である」という命題の方
ではない。このちぐはぐさが，強引な印象に繋
がっていよう。
おそらくマルクス自身は，（１）の命題にある
「労働＝消費」という等式と，（２）の命題にある
「労働＝生産」という等式を連結させれば，（３）
の命題にある「消費＝生産」という等式に自動
的に行き着くものと考えていたように推察され
る。
しかし，もしも「消費＝生産」という等式が
成り立つとすれば，生産的消費といういい方は
“馬から落ちて落馬する”と同じトートロジー
になる。そうならないとすれば，個人的消費が
不生産的消費であるからだと考える以外にない
が，そう考えると今度は「消費＝生産」という
等式が背理になる。この同堂巡りを抜け出そう
とすれば，「個人的消費の生産物は消費者自身
である」という命題を「個人的消費の結果は消
費者自身である」というようにトーンダウンさ
せた上で，生産的消費のみに限定して「労働＝
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生産」という等式を適用する必要が出てくる。
すると結局，個人的消費のための活動は，その
生産的性格を否定されるだけでなく，労働とし
ての性格自体を否定されることになろう。労働
概念を包摂する方向へと消費概念を拡張したこ
との意義は失われ，むしろ生産概念に包摂され
る方向へと労働概念を縮小することに結びつく
のである。
このように，マルクスが上記の一文で設定し
ている労働・消費・生産という諸概念のトライ
アングルは，体積を一定に保ったまま縦横に伸
縮するゴム毬のように，どれか一つの概念を拡
張するとそれだけ他の二つの概念が縮小する関
係性にある。そのなかでマルクスは，事実上，
労働力をも一つの生産物とみなすような方向へ
と生産概念を拡張することを選択したといって
よい。この選択は，したがって労働概念の縮小
という犠牲を伴うものであったが，マルクスは
その犠牲を払ってでも第三命題を定立させるこ
とに固執したわけである。
この命題は，単身者モデルの労賃論や価値分
解説の適否など，家族賃金の理論的な取り扱い
をめぐってさまざまな議論を呼んできた。また
今日では，小幡道昭を始めとして，もともと一
般的な商品（任意可増性のある資本主義的商品）
の価値を規定するための道具立てである再生産
概念を，そのまま労働力に適用することの是非
も議論され始めている１６）。
確かに，一般的な商品には，材料 Xをこれ
だけ用いれば商品 Yがこれだけ生産されると
いうように，投入物と産出物との間に質量両面
にわたって確定された関係がある。これにたい
して労働力の場合，一定量の労働力を生産する
ために必要な生活手段の種類は一義的に決まっ
ておらず，その必要量にも個人差がある。少な
くとも，労働力が一般的な商品と同じパターン
で再生産できないことは明らかである。それな
らばいっそのこと，用語の拡大適用を戒めて，
労働力の再生産という概念自体を捨ててしまう
方が得策なのかもしれない。
しかし従来の用語法を見る限りでは，もとも
と再生産概念には，前期から受け継がれてきた
構造が今期の営みをつうじて維持され，次期に
引き継がれることといったような，かなり広い
意味も含まれていたように思われる。たとえば，
再生産論や蓄積論などで説かれる「階級関係の
再生産」という用語は，この広い意味での再生
産概念に基づいている。「社会的再生産」とい
う周知の用語も，再生産表式に示されるような
確定的な物質連関（物質代謝的な再生産）のこ
とを指すだけでなく，労資間での分配関係や生
産部門編成（生産手段生産部門・生活手段生産
部門の二部編成）を含めた社会連関そのものの
維持（社会構造的な再生産）のことを指しても
いるのであって，その限りでは「階級関係の再
生産」という用語と重なるところがある１７）。お
そらく，「格差の再生産」という現代用語も同
様ではないか。
これらの用語の基礎にあるものを広義の再生
産概念と呼ぶとすれば，商品の再生産という用
語の基礎にあるのはもっと限定的な意味をもつ
再生産概念，物的生産を分析するための特殊な
仕様になっている再生産概念なのであって，こ
れは狭義の再生産概念と呼ぶことができる。狭
義の再生産概念を適用すると何かと混乱の生じ
る労働力も，「階級関係の再生産」をつうじて
商品化されることは確かであるから，広義の再
生産概念を適用する分には特に支障はないであ
ろう１８）。
しかもそれを適用することは，古くから商品
経済の下で行われてきた労働力の部分的な商品
化と，資本主義の下ではじめて階級規模で行わ
れるようになった労働力の全面的な商品化との
違いを引き立たせるためには，むしろ有益とい
えるのではないか。一日分の生活手段（フロー）
と一日分の労働力（フロー）とを再生産概念で
繋ぐことの是非は，歴史的な階級関係（ストッ
ク）と年々の労働（フロー）とを再生産概念で
繋ぐことの是非とは別の事柄である。これから
本稿のなかで論じられるのは，労働力の広義の
労働力と商人（１）
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再生産であることを断っておく。
ところで，労働力の再生産を論じる場合，昔
から必ず引き合いに出されてきたのは，労働者
の生活を支える家族の存在である。しかし，家
族でなければ労働者の生活は支えられないのか，
家族関係にはない同居人では駄目なのか，ある
いは同居していない友人や知人では駄目なのか
と問えば，途端に根拠は怪しくなる。むしろ従
来は，労働者の生活を支える人間のことを，一
括りにして家族と総称してきたというのが実情
に近いと思われる。労働であれ消費であれ，た
んなる対自然的な物質代謝の過程ではない。労
働力の再生産を支えるのは，生活手段という自
然物（外的対象）に働きかける人間どうしの関
係なのであり，家族関係はその関係のユニット
の一つにすぎないのである。
振り返って考えてみると，数ある共同体のな
かで，商品経済による破壊をかろうじて免れう
るのは極論すれば家族と農村だけであるという
のが，従来の原理論の想定であった。しかしこ
の想定には，かなり古風な家族観・農村観のバ
イアスが掛かっており，現時点ではほとんど神
話的にすら見える。
家族や農村が今なお共同体たりえているかど
うかも疑わしいが，家族と農村以外の共同体が
残っていないというのはそれ以上に疑わしい。
営利組織であるはずの会社も，内部には商品経
済の論理では割り切れない複雑な人間関係を抱
えている。むろんそれは，会社に限った話では
ない。同窓意識，同胞意識，宗派意識など，自
分の所属する組織や団体にたいする帰属意識か
ら，さまざまなしがらみを伴う擬似家族的な結
びつきが派生するのである。擬似家族的な共同
体は，血のつながりを前提とした家族よりもは
るかに広い領域をカバーする。擬似農村的な共
同体にしても同様であって，個々の会社どころ
か無数の会社からなる財界自体が，一つのムラ
社会に喩えられることもある。
こうした多様な共同体の存在が，従来の原理
論において看過されてきた理由の一端は，マル
クスが『資本論』第１巻第２篇第４章のなかで
説いた「労働者の二重の意味での自由」を（K .，
，S.１８３，〔１〕２９７頁），額面通りに受け取りすぎ
たことにあったのではないか。
労働力が商品化されるためには「労働者の二
重の意味での自由」が必要条件になる，それは
生産手段や生活手段から労働者が切り離される
ことを意味すると同時に，封建的な身分上の拘
束から労働者が解放されることをも意味する─
─というお馴染みの論理は，なるほど，労働市
場に労働者が登場する仕組みを端的に説明して
くれるように見える。しかしそれは本来，労働
市場の外部における労働者の生活の仕組みまで
を説明できるはずのものではない。労働市場の
外部において単身者であろうとなかろうと，い
かなる共同体に所属していようといまいと，労
働市場に登場する売り手は全て（背後の生産関
係を問わない）単独の商品所有者という身分に
還元される。そしてこうした，あらゆる商品流
通に普遍的な還元作用こそが，誰憚ることなく
自分の労働力を売れるという「自由」を労働者
に保証するのである。
「労働者の二重の意味での自由」を額面通り
に受け取ると，労働者はあたかも労働市場の外
部でも単独の商品所有者という身分に還元され
るかのような印象が生まれる。またその場合，
労働者の生活は，自分の私有物である労働力を
自分一人で再生産する閉じた過程としてイメー
ジされやすくなる１９）。一般的な商品の生産が，
関係者以外は立ち入れない工場の内部で営まれ
ることから来るアナロジーである。「労働者の
二重の意味での自由」は，その意味において，
労働力の狭義の再生産と対をなすといってよ
い２０）。
しかし労働者の生活が，労働者を取り巻く多
様な共同体にたいして開かれた循環過程である
とすれば，労働力の再生産費としての労賃には，
多様な共同体を維持するための経費も含まれる
ものと考えなければならない。むろん，友人や
知人まで扶養しなければならないわけではない
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が，彼らとの関係を維持するためには固有の経
費が掛かるのであり，扶養しなければただで済
むというわけにもいかない。その経費は，諸種
の祝金や礼金に始まり，見舞金，香典，交際費，
寄付金，義援金など，共同体のバリエーション
の豊富さに応じて多岐にわたる。家族賃金とい
う用語は，これら多岐にわたる経費の源泉の総
称としては明らかに不適当であろう。適当と思
われるのは，『資本論』第２巻のなかに登場す
る「保険財源 Assekuranzfonds」という用語で
ある。
マルクス自身が述べている「保険財源」とは，
「異常な自然現象や火災や洪水など」によって
生産手段（主として固定資本）が破壊される場
合に備えて積み立てられる基金のことを指して
おり，したがってこの基金は，資本が取得した
剰余価値から控除・補填されるものとして説か
れている（K .，，S.１７８，〔４〕２８７頁，および K .，
，S.３６４，〔５〕１７７―１７８頁）。しかしこれは，あく
まで資本家にとっての「保険財源」の定義でし
かない。資本家であろうとなかろうと，不時の
貨幣支出を伴う疾病や失業，出産，冠婚葬祭な
どは，その時期や頻度を予期しがたいという点
で「異常な自然現象や火災や洪水など」に類す
る意味合いを有している。衣食住に関わる生活
必需品の値上がりも同様であろう。これらの事
態に備えた「保険財源」は，労働者にも必要に
なるのである２１）。
ただ違いがあるとすれば，資本家の「保険財
源」は彼の私有物である生産手段の破損を補償
するためだけに使われるが，労働者の「保険財
源」の使い方にはそうした限定が働きにくいと
いう点であろう。
壊れた生産手段を修理したり交換したりする
のは，あくまで商品の再生産を継続するという
目的のためである。そして商品は狭義の再生産
の対象であるから，保険を掛けるべき生産手段
はあらかじめ特定できる。これにたいして，労
働力の再生産を継続するという目的を設定して
も，労働力は広義の再生産の対象であるから，
そのために何に保険を掛ければよいのかは特定
できない。友人や知人に祝金を渡さなくても，
労働力の再生産が直ちに継続できなくなるとは
思われないが，いつまでも無事に済むかどうか
は分からない。祝金を渡すことは，悪くすれば
保険を掛け捨てるのも同然の結果になるが，と
いってそれは簡単に解約できる保険でもない。
資本家に倣って，自分の「保険財源」は全て自
分一人だけのために使うという厳格なルールを
貫けば，労働者の「保険財源」はほとんど意味
を失うのである。
要するに，すでに述べた再生産概念の広狭二
義の違いから，労働者の「保険財源」は，誰か
とともに使うための共同資金という性格を帯び
ざるをえない。労働力の再生産が「階級関係の
再生産」という社会的文脈の上に位置づけられ
ていたように，労働者の「保険財源」も，労働
者階級の「保険財源」という社会的文脈の上に
位置づけられるのである。
おそらく，従来の原理論研究において家族の
存在が特別視されてきたのも，いざという時の
最後の保険になるのは家族であるという通念が
根強く存在していたからと思われる。むろん，
家族賃金に含まれる家族手当・扶養手当・配偶
者手当などは，どれも家族の家計費として定期
的に支出されるものであるから，必ずしも不時
の貨幣支出のニーズに応えうるものではない。
しかしそれらは，労働力の再生産を支える家族
共同体の維持費には違いなく，家族による労働
支出が不時の貨幣支出の代わりを務めうる限り
において，やはり「保険財源」を構成するので
ある。後述するように，いざという時に支出で
きる生活労働（家事労働以外の無償労働も含む）
の余力を温存しておくことは，家計貯蓄と並ん
で，労働力の再生産にとって重要な意味をもっ
ている。
現役の労働者がいなければ労働者階級の「保
険財源」は早晩枯渇するが，それを用いるのは
現役の労働者だけではない。「保険財源」のな
かには，世代を超えて積み立てられる教育基金
労働力と商人（１）
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（奨学金財源）や年金基金なども含まれる２２）。
賦課方式と呼ばれる年金の受給方式に見られる
ように，自分がこれまで積み立てた分を他人が
現在受け取り，他人がこれから積み立てる分を
自分が将来受け取るのである。
とはいえこれは，扶養してもらった見返りに
老後の面倒を見るといった親子間の関係とは異
なり，個人の１回のライフサイクルだけで収支
の帳尻が合うような関係ではない。多様な共同
体からなる労働者階級の全体が「保険財源」を
貯え，それを世代を超えて相続することが必要
になる。また実際，勤労者世帯が世代を超えて
貯えてきた保険基金や年金基金が，機関投資家
を介して金融市場に大量に動員されることは，
現代の「労働力の金融化」を語る上では無視で
きない事象であろう。産業資本の遊休資金以外
にも，「極めて広汎なる種々なる社会層の貯蓄
資金」が形成されることは（宇野［１９５０・５２］
５１３頁），原理論の想定を超えた事態というわけ
ではないのである２３）。
たとえばマルクスは，労働者階級が個人消費
用の家屋などの貸付をつうじて手酷く騙し取ら
れることを，生産過程における本源的搾取と並
んで行われる「二次的な搾取」として紹介して
いる（K .，，S.６２３，〔７〕５１４―５１５頁）。さらに同
様の搾取が，労働者階級に生活手段を供給する
小売商人によっても行われることを，「明らか
な事実」として紹介している（K .，，S.６２３，〔７〕
５１５頁）２４）。これらの記述は，本源的搾取を終え
てもはや必要最低限の生存費しか残されていな
いはずの労働者階級の勤労所得に２５），まだやり
方次第で「二次的な搾取」の余地が見つかるこ
とを示唆している。その示唆を酌めば，労働者
階級の「二次的な搾取」が可能であるのと同程
度に，労働者階級の貨幣貯蓄も可能であるとい
う話になるのではないか２６）。
しかしマルクス自身は，資本主義的生産様式
の下ではあくまで産業資本家にたいする貸付の
みが「本質的」とみなされるべきであり，そこ
に小売商人によってさえ行われる「二次的な搾
取」を持ち込むのは「不適切であり無意味であ
る」という期待外れの結論へと向かう（K .，，
S.６２３，〔７〕５１５頁）。再生産領域における「二次
的な搾取」が「本質的」でないという論断は，
生産過程における本源的搾取のみが「本質的」
であるという見方に基づいている。そしてこの
見方は，労賃とは労働力の再生産費であるとい
う第三命題に基づいている。やはりマルクスに
とっては，労賃が労働力の再生産費の水準に設
定されていること自体が，搾取のアルファであ
りオメガでもあったわけである。
１―２ 労働力の価値と「保険財源」
もっとも，「二次的な搾取」ばかりに目を取
られると，議論は脇道に逸れかねない。むしろ
目を向けなければならないのは，「二次的な搾
取」から分離された本源的搾取の説き方であろ
う。結局のところ，労働力の価値をどのように
規定するかという次元にまで立ち戻ってみる必
要が出てくるのである。
周知のように，宇野はマルクスと同様，労働
力の価値は「労働力の再生産に必要なる生活資
料の生産に要する労働時間」によって「間接的」
に規定されるという簡略な説明を行っている
（宇野［１９６４］７５頁）。その上で，（１）労働力の
価値規定には「生活資料が労働力の再生産にい
かなる質と量とを要するかという事実問題」が
つき纏うが，それは「好況期における資本の蓄
積に伴う賃金の運動によって歴史的に決定され
る」というやや詳しい説明を付け加えている（宇
野［１９６４］７５頁）。
「好況期における資本蓄積に伴う賃金の運動」
には，おそらく好況中期から好況末期にかけて
の賃金の上昇および急騰だけでなく，その後の
賃金の下落および停滞までが含められていよう。
つまりこれは，本稿の注２３でもすでに確認して
おいたように，「景気循環の全局面をつうじた
労働力の価値規定」という日高説の原型ともい
える考え方である。宇野は別の箇所で，労働者
の生活水準が歴史的に向上する傾向にあること
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を認めてもいるから（宇野編［１９６７］２７３頁，３３２
頁），正確には「景気循環の反復の歴史をつう
じた労働力の価値規定」といい直すべきであろ
うか。
ただ宇野は（１）の説明に続けて，『資本論』第
１巻第７篇第２１章「単純再生産」の一節を引き
ながら，（２）「一般的には『資本家は，労働者
の個人的消費をできるだけ必要物だけに制限し
ておくように取り計らうだけである』というこ
とになる」とも述べている（宇野［１９６４］７５頁）。
（１）と（２）という二つの説明を並べてみると，「一
般的（理論的）」には必要と剰余とのボーダー
ラインは与えられているものと考えるべきであ
り，そのボーダーラインがどこであるかは「事
実問題（歴史的問題）」として扱うべきである
というのが，宇野の総合的見解といってよさそ
うである。これは，宇野学派の間では比較的多
数を占める見解でもあろう。
しかしこの見解は，改めて考えてみるといく
つかの難点を有している。まず（１）の説明では，
景気循環をつうじて必要生活手段の質と量とに
変化が生じるという問題が，それが具体的にど
のような質と量とに変化するかという「事実問
題」と区別されることなく，丸ごと「歴史」の
領域に押し出されている。しかし前者は，あく
まで原理論の枠内で扱われるべき「一般的（理
論的）」な問題であろう。
また（１）の説明では，各景気局面における賃
金水準や生活水準は全ての労働者に一律であり，
それが景気局面の交代とともに変化するだけで
あるかのように説かれている。しかしそれらの
水準は，一つの景気循環の異なる景気局面の間
で変化するだけでなく，一つの労働者階級の異
なる階層の間でも分散するものと考えなければ
ならない。労働者にとって，それらの水準が以
前と比べて上がったかどうかは切実な関心事で
あるが，他人と比べて高いかどうかも切実な関
心事である。さらに，景気循環をつうじたそれ
らの水準の変化率自体も，全ての労働者に一律
というわけではない。労働者間での賃金格差の
存在によって，必要と剰余とのボーダーライン
も多分に影響を受けるものと考えられるが，単
純労働を資本主義的労働の典型とみなす宇野の
問題機制の下では，そのことは不問に付されざ
るをえないのである。
ただこのように述べてくると，宇野の見解の
難点は（１）の説明に集中して現れており，（２）の
説明には現れていないかのようであるが，決し
てそうではない。むしろ最大の問題は，（１）と（２）
との関係性にこそ潜んでいる。
宇野の説き方では，資本家が「労働者の個人
的消費」をできるだけ必要物だけに制限してお
くように取り計らうことは，その必要物の範囲
が景気循環をつうじて変化することとは別個の
問題であるように印象づけられる。こうした印
象の大元にあるのは，先に宇野の総合的見解と
して確認したように，「一般的（理論的）」には
必要と剰余とのボーダーラインは与えられてい
る，しかしそのボーダーラインがどこであるか
は「事実問題（歴史的問題）」である，という
二分法的な思考法である。この思考法に則すな
らば，たとえ後者を「事実問題（歴史的問題）」
として原理論の枠外に押し出すことを止めて，
「一般的（理論的）」な問題として原理論の枠内
で扱うように改めたとしても，あくまで前者と
は別個に──再生産論のなかではなく景気循環
論のなかで──処理されなければならないとい
う話になるであろう。
しかし，資本家が「労働者の個人的消費」を
できるだけ必要物だけに制限しておくように取
り計らうことができるのは，必要と剰余とのボ
ーダーラインが与えられているからではない。
むしろ本稿の注２５でも述べたように，このボー
ダーラインが曖昧であり，それだけに弾力的で
あり，景気循環をつうじて変化する余地を残し
ているからである。与えられた必要と剰余との
ボーダーラインを遵守して生産過程における本
源的搾取が行われ，このボーダーラインを踏み
越えて再生産領域における「二次的な搾取」が
行われるわけではない。遵守するにせよ，踏み
労働力と商人（１）
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越えるにせよ，どちらも客観的なボーダーライ
ンが確定されているという前提の上での話であ
る。しかし，宇野が（２）で述べている「一般的
（理論的）」な搾取は，むしろかかる前提が成立
しない状況の下で，したがって多分に「二次的
な搾取」をも交えつつ行われるものと考えなけ
ればならないのである。
ただこのように，必要と剰余とのボーダーラ
インが曖昧である理由を，たとえば今日の食費
を少々減らしても直ちに明日の労働に響くこと
はないといった，「労働者の個人的消費」の弾
力性だけに求めるのは一面的であろう。むしろ
根本の理由は，労働者の生活が個人的消費の過
程であるだけでなく，それ以外の消費，いわば
多様な共同体にたいして開かれた集団的消費の
過程でもあることに求めなければならない。そ
の点でいえばマルクス以来の，生産的消費か，
さもなければ個人的消費かという常套的な区別
自体を，理論的な陥穽の疑いがあるものとして
警戒すべきなのである。
個人的消費の領域では剰余物でしかないもの，
本稿の１―１で挙げた事例から引けば祝金や礼
金も，集団的消費の領域では必要物になる。し
かも，集団的消費の領域における必要物は，か
えって個人的消費の領域における必要物よりも
優先される場合がある。知人との会食のために
食費を増やすのも，祝金や礼金を渡すために食
費を減らすのも，集団的需要の強さが個人的欲
望のそれを凌ぐことによるボーダーラインの移
動現象（剰余の必要化・必要の剰余化）と考え
られよう２７）。ここでも鍵を握るのは「保険財源」
の存在であるが，「保険財源」はもともと非常
時のための準備であるから，遊休資金一般と同
様，それ自体がいわば必要な剰余というべき両
義性を具えているのである。
以上より明らかとなったように，「保険財源」
を原理論に組み込むためには，労賃水準を従来
の再生産費水準よりも高く設定し直して，労働
者の貨幣貯蓄を説くだけで十分なのかといえば，
決してそうではない。労働力の再生産のベース
が，労働者個人やその家族を越える広がりをも
つとすれば，労働力の再生産を支える貯蓄も，
狭い意味での家計貯蓄，労働者個人やその家族
の貨幣貯蓄だけに限定して考えることはできな
くなる。貯蓄主体となるのは，労働者階級全体
なのである。
またその貯蓄対象は，貨幣だけに限定される
必要はない。労働力の再生産を支えるのは市場
関係ではなく，それとは異質な社会的関係であ
る。社会的関係のなかでは，貨幣は市場関係に
おけるような絶対性をもたない。衣食住の全般
にわたる現物備蓄も，れっきとした「保険財源」
になる。労働力の再生産の観点からすると，問
題となるのは貯えられているものの価値量では
なく，その使用価値量なのである。このことは，
名目賃金率と実質賃金率との違いからも理解で
きよう。
しかも，現金貯蓄や現物貯蓄が与えられるだ
けではなお十分ではない。消費過程は，消費そ
のものに一定の人間の活動を要する２８）。栄養を
摂取するためには，食物が与えられるだけでは
なく，それを調理し，皿に盛りつけ，ナイフを
使って一口サイズに切り分け，切り分けたもの
をフォークやスプーンを使って口に運び，咀嚼
し，消化するという一連の活動をくり返すこと
が必要になるのである２９）。
これらの活動は，他人のために合目的的に行
われる場合には，たんなる人間活動とは同一視
できない生活労働へと転化する。どれだけの食
物を調達できるかに加えて，その食物を消費す
るためにどれだけの生活労働が支出できるかに
よっても，再生産される労働力の量は決定され
るのである。とすれば，この生活労働の余裕部
分も，広い意味での「保険財源」に含めて考え
られるべきであろう３０）。労働そのものを貯える
ことはできないが，いざという時に支出できる
状態で労働の余力（有閑労働力）を貯えること
はできる。また実際，生活労働の余裕がない場
合，これを有償のサービス商品として市場から
調達する必要があるわけで，それだけの貨幣収
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入の余裕が必要になる。隠れた「保険財源」の
存在が，貨幣化されて浮き彫りになるわけであ
る３１）。
むろんどの種類の「保険財源」にせよ，労働
者階級全体でそれを維持するためには，労働者
階級全体で労働力の販売をくり返す必要がある。
しかしそのことは，働かなければ食べられない
し，貯えることもできないという話には直結し
ない。ここには，そもそも貯えがなければ食べ
られないし，働くこともできないという逆の連
関が潜んでいるのである。
従来の原理論では，労賃は時間賃金と出来高
賃金との何れによらず，原則として後払いされ
るという見方が支配的であったと思われる。こ
の見方に照らすと，少なくとも（労賃の後払い
が途切れることなくくり返されるにしても）初
回の給料日までの労働者の生活費は労賃によっ
て賄うことはできず，すでに形成されている誰
かの貯えから捻出されなければならないはずで
ある。この問題は，古典派経済学では，資本家
から生産者への「生活費の前貸（または生産費
の前払）」という切り口で論じられてきた。こ
れにたいしてマルクス経済学の側では，同じ問
題が，労働者から資本家への「労働（労働力の
使用価値）の前貸」という切り口で論じられて
きた。この問題については次節で本格的に検討
するが，貸借関係なり信用関係なりの通則から
すれば，「労働の前貸」も，やはり貸し手とな
る労働者の側に一定の貯えがなければ成立しな
いはずである。
それだけではない。後の章で詳述するが，労
働力の販売は，技能修得や資格取得といった「型
づけ」に始まり，労働市場を巡回して調査する
など，販売活動そのものに固有のコストを要す
る。そのコストは，一般的な商品の流通費用と
同様，販売主体である労働者自身によって支出
される必要がある。そして，栄養摂取のために
生活労働が必要であるように，技能修得にも，
学んだものを咀嚼し，消化するための生活労働
が必要になる３２）。現金または現物のかたちで，
さらには労働力のかたちで貯えられている「保
険財源」のなかから，どれだけの部分を技能修
得に振り向けられるかによって，労働力の販売
量は決定されるのである。
これも後の章で詳述するが，労働力の価値規
定には労働者の「文化段階」が深く関係してく
る。労働者に求められる技能の内容も，労働者
がそれを修得するのに要する生活労働の量も，
初等教育段階に始まり高等教育段階に至るまで
の学力水準や知識水準の高さを始めとして，労
働者がいかなる「文化段階」に属するかによっ
て変わってくる。学力や知識を身につけるため
には，最初にまとまった額の貨幣支出や，短期
集中的な労力支出を行わなければならない。そ
れらの支出は，労働者世帯ないし労働者階級の
側に「保険財源」の貯えがなければ不可能にな
る。しかしまた，一度身につけた学力や知識は
それほど簡単に消え去るわけではなく，長期に
わたって貯えられ，世代を超えて相続されさえ
する。その意味において「文化水準」は，「保
険財源」からのフローの産物であると同時に，
それ自体が「保険財源」のストックの一部とな
り，より高額かつ低コストでの労働力の販売を
可能にする条件となるのである３３）。このことも
また，「保険財源」の重要性の一端を表すもの
といってよい。
これまでの議論を小括しておこう。大多数を
占める単純労働者の賃金は，労働者個人とその
家族とが食うに困らないぎりぎりの最低生存費
の水準に設定されるというのが，マルクス以来
の通説であった。この通説からすれば，労働者
の貨幣貯蓄は，理論上はありえない事柄と考え
ざるをえなくなる。またその場合，貨幣貯蓄だ
けでなく，物的資源や人的資源からなる労働者
階級の「保険財源」も全般的に捨象されること
になる。しかし本来，「保険財源」を捨象すれ
ば，労働者の生活は立ち行かなくなり，「労働
力の商品化」を説くこと自体が困難になるはず
である。この困難が自覚されてこなかったとす
れば，それは一つには，生活自体にかかる労働
労働力と商人（１）
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が無視されてきたからであり，もう一つには，
労働力の販売自体にかかるコストが無視されて
きたからである。ここには，労賃さえ与えられ
れば自動的に労働力が再生産されるのが通常の
プロセスであり，そのプロセスで消化され切ら
ない残余が出たときにだけ例外的に貯蓄が行わ
れるという理解がある３４）。この理解には，本来
一般的な商品だけに限定して適用すべきであっ
た狭義の再生産概念を，労働力にまで拡大適用
してきたことの弊害が現れている。その弊害は，
マルクスの労働理論の根幹部分にまで及ばずに
はいないのである。
１―３ 労働の貸借と労働力の売買
労働者階級の「保険財源」に着目することは，
労働力の売買関係を新しい角度から捉え直すこ
とに繋がる。
労賃は一日分の労働力の対価であり，その全
額が一日分の必要生活手段の購買に使い切られ
るという想定に基づくと，労賃は毎日必ず現金
で支給されなければならないという結論になる。
後払いといっても，たんに労賃を一労働日の最
初に払うか，それとも最後に払うかの違いだけ
になる。労働力の売買関係は，現金で現物を買
うという単純な売買関係のフォーマットに限り
なく接近する。これにたいして，労働者階級が
「保険財源」を貯えているという想定に基づく
と，労賃が現金で即日支給されなければならな
い必要性は弱くなる。一口にいえば，労働力の
売買関係を，一定の支払猶予期間のある貸借関
係の延長線上に位置づけ直す可能性が出てくる
のである。
もっとも，かかるシフトチェンジは，実のと
ころマルクスの労働理論においてはそう目新し
いものではない。すでにマルクス自身も，労働
力の売買関係のなかに貸借関係に通じる特殊性
を読み取っている箇所がある。マルクスはこの
特殊性を，労働力商品の使用価値の形式的譲渡
とその現実的譲渡との時間的乖離から説明して
いる。そして宇野にも，これとかなり似通った
説明が見られる。
最初に，マルクスの説明の方から見ておこう。
よく知られているのは，やや長い引用になるが，
次の記述である。
「この独自な商品，労働力の特有な性質は，
買い手と売り手とが契約を結んでもこの商品の
使用価値はまだ現実に買い手の手に移ってはい
ないということをともなう。‥‥（中略）‥‥
力の譲渡と，その現実の発揮すなわちその使用
価値としての定在とが，時間的に離れているの
である。しかし，このような商品，すなわち売
りによる使用価値の形式的譲渡 formelle
Veráußerungと買い手へのその現実の引き渡し
wirkliche Überlassungとが時間的に離れてい
る商品の場合には，買い手の貨幣はたいていは
支払手段として機能する。資本主義的生産様式
の行なわれる国ではどの国でも，労働力は，売
買契約で確定された期間だけ機能してしまった
あとで，たとえば各週末に，はじめて支払を受
ける。だから，労働者はどこでも労働力の使用
価値を資本家に前貸しするわけである。労働者
は，労働力の価格の支払を受ける前に，労働力
を買い手に消費させるのであり，したがって，
どこでも労働者が資本家に信用を与えるのであ
る」（K .，，S.１８８，〔１〕３０４―３０５頁）。
ここでマルクスは，労働力の売買関係に含ま
れる貸借関係を，労働者から資本家への労働力
の使用価値（すなわち労働）の前貸と説明して
いる。ただむろん，「売りによる使用価値の形
式的譲渡と買い手へのその現実の引き渡しとが
時間的に離れている商品」は，労働力だけでは
ない。マルクス自身が例に挙げているところで
は，たとえば家屋の利用も，その使用価値は一
定の期間を定めてまず形式的に譲渡され，この
期間を過ぎた後ではじめて現実的に引き渡され
ることになるから，「買い手は，その代価を支
払う前に，それを買うわけである」という（K .，
，S.１４９，〔１〕２３８頁）。当然ここでも，売り手（家
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主）から買い手（借家人）にたいして，家屋の
利用という商品の使用価値が前貸しされるとい
う把握になろう。
しかしマルクスには，以上とは異なる把握も
ある。たとえば，労働者から資本家への労働力
の使用価値の前貸を論じた上引の一文に続けて，
「この信用貸しがけっして空虚な妄想ではない
ということは，資本家が破産すると信用貸しさ
れていた賃金の損失が時おり生ずるということ
によってだけではなく，多くのもっと持続的な
結果によっても示されている」と述べている
（K .，，S.１８８，〔１〕３０５頁）。この記述では，労働
力の売買関係に含まれる貸借関係は，労働者か
ら資本家への労働力の価値（すなわち賃金）の
前貸と説明されているようにしか読めない。賃
金が後払いであることが，雇用契約の締結日か
ら支払日までの一定期間にわたる賃金の貸付と
して理解されているわけである。
ところがさらに別の箇所では，「資本家によっ
て労働力の買い入れのときに前貸しされ労働者
自身によって生活手段に支出された貨幣」云々
という記述がある（K .，，S.１８８，〔１〕３０５頁）。
この記述では，労働力の売買関係に含まれる貸
借関係は，同じ賃金の前貸といっても，先の場
合とは逆に資本家から労働者への前貸と説明さ
れている。もっとも，マルクスは資本投下のこ
とを資本前貸と呼ぶこともあるから，ここで資
本家が前貸しするのも資本家自身にたいしてで
あり，労働者にたいしてではないと解釈するこ
ともできなくはない。しかし，この前貸が労働
力の買い入れの時点ですでに行われ，さらに前
貸しされた貨幣が労働者によって生活費として
支出されているという説明からすると，この解
釈には無理が出てくる。資本家から労働者にた
いして，現実の賃金（雇用契約期間中の生活費）
が，しかも雇用契約の締結時点ですでに前払い
＝前貸しされるものと解釈せざるをえないので
ある。
因みにマルクスは，貨幣の支払手段機能にか
んする説明のなかで，『経済学批判』から「過
程 G─Wでは，貨幣が現実の購買手段として
手放されて，商品の価格が，貨幣の使用価値が
実現されるまえに，または商品が引き渡される
まえに，実現されることがありうる。これは，
たとえば日常見られる前払いという形で行なわ
れる。‥‥‥資本は，もちろん，貨幣の形態で
も前貸しされる」という記述を引いている（K .，
，S.１５０，〔１〕２４０頁）。
この記述も，労働力商品の使用価値が現実的
に引き渡される前に，その価値のみが賃金の前
払いをもって実現することを容認しているよう
に読める。むろん後の賃金論を読めば，マルク
ス自身は後払いを賃金の給付形態の基本形と考
えていたことに疑念の余地はない。とはいえ，
労働への前払い（諸種の手付け金や手当の仮払
いを含む）そのものは資本主義の下でも決して
特異な事例ではないし，後払いでなければ絶対
に労働のインセンティブが維持できないわけで
もないであろう。
しかし，話はこれだけに尽きない。マルクス
は，イギリスの炭鉱所有者の慣例として，現物
支給制度（Trucksystem）を紹介している。「労
働者は月末になってからはじめて支払を受け，
それまでのあいだ資本家から前貸を受けるので
あるが，前貸はしばしば商品で行なわれ，これ
にたいして彼はその市場価格よりも高く支払わ
なければならない」（K .，，S.１８８，〔１〕３０７頁）。
この場合，労働力の売買関係に含まれる貸借関
係は，これまで検討してきたどの説明とも違っ
て，資本家から労働者への商品（生活資料）の
前貸と説明されているようにしか読めない。と
ころがマルクスによると，かかる現物支給制度
は，「労働者が資本家に与える信用のおもしろ
い発展」の事例だというのである（K .，，S.１８８，
〔１〕３０７頁）。
とまれ全体として見ると，前貸しするのは労
働者と資本家との何れであるか，前貸しされる
のは労働力の使用価値と価値との何れであるか
といった重要な諸点にかんして，マルクスはか
なり錯綜した（両論併記的な）規定を行ってい
労働力と商人（１）
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ることになる。またそもそも，賃貸物件ではな
く商品そのものを貸し付けることが可能か，た
とえ可能であるにしても，商品の価値または使
用価値のどちらか一方のみを貸し付けることが
可能かといった，いっそう根本的な論点も素通
りされている。これはちょうど，後の商業信用
論において，商品貸付説と貨幣貸付説（および
商品または貨幣の形態での価値貸付説）とがど
ちらつかずの状態で併記されているのと同じ構
図である。
マルクス自身には，こうした錯綜を意に介し
ているらしき気配は窺われない。前貸しされる
のが労働力の価値であれ使用価値であれ，基本
形をなすのはあくまで「労働者が資本家に与え
る信用」であり，それ以外はただこの基本形の
「おもしろい発展」でしかないという大雑把な
説明でも，マルクス自身の本意には適うのかも
しれないが３５），その説明はお世辞にも説得的と
はいえない。
それでは次に，宇野の説明の方を見ておこう。
これまで紹介してきたようなマルクスの議論に
たいして，宇野はその主旨を「労働力の使用価
値を資本家に前貸しする」と要約した上で，大
筋での合意を示している。この前貸は，「労働
者が前貸しの期間の生活費をいかにして調達す
るか」という問題を当然伴うことになり，そこ
からマルクスが例に挙げる現物支給制度のよう
な労働者の不利益も派生すると述べている（宇
野編［１９６７］２９０頁）
ところが宇野は，賃金が労働者が労働を終え
た後に，かつ資本家が生産物の販売を終える前
に支払われることによって生じる労使間での前
貸＝回収の関係は，労使間での搾取関係を隠蔽
する商品形態的な「外観」にすぎないかのよう
な立論も行っている。
すなわち宇野によれば，まず労働者から労働
が前貸しされ，後に資本家から回収されるとい
う「外観」は，生産過程における労働者の協力
にたいして生産物の一部から分与されるものが
賃金であるかのような理解を生む。また，まず
資本家から資本（賃金）が前貸しされ，後に生
産物の販売をつうじて回収されるという「外観」
は，資本の前貸と引き替えに資本家に支払われ
る報酬が剰余価値であるかのような理解を生む。
しかし，どちらの理解も誤解でしかない。「労
働の行われる前に賃銀が支払われたとすれば，
資本家にとっては明らかに資本の前貸となるが，
それは後に生産物の販売によって資本が回収さ
れるとするからであって，労働者にとっては労
働力なる商品の販売による代価を得たのであっ
て，前貸を受けたわけではない。この点は，例
えば職人が問屋商人から前貸を受けて，これに
よって生産手段なり，生活資料なりを購入して，
生産した生産物を商人が販売して資本を回収す
るのとは異っている」という（宇野［１９５０・５２］
１７７―１７８頁）。
しかしこの見解に徹するのであれば，本来，
マルクスが「けっして空虚な妄想ではない」（K .，
，S.１８８，〔１〕３０５頁）と力説する「労働者が資
本家に与える信用」も，たんなる商品形態的な
「外観」として斥けるのでなければ筋が通らな
いであろう。何れにせよ宇野の場合も，マルク
スの場合と同様，労働力の売買関係に含まれる
貸借関係についての説明には混乱が生じている。
ただ，マルクスの混乱が，前貸しするのは労働
者と資本家との何れであるか，前貸しされるの
は労働力の使用価値と価値との何れであるかと
いった諸点をめぐって生じていたのにたいして，
宇野の混乱はさらに根本的な次元，そもそも労
使間での前貸＝回収の関係を説くべきかどうか
という次元で生じていたという違いは見て取れ
よう。
しかし，労使間での前貸＝回収の関係がたん
なる商品形態的な「外観」でしかないという宇
野の説明は，子細に検討してみると説得力を欠
いている。
まず，労働者から労働が前貸しされ，後に資
本家から回収されるという「外観」があるから
といって，この「外観」が直ちに宇野の説くよ
うな「賃金＝労働協力への報酬」という誤解に
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結びつくとは限らない。賃金が後払いされるこ
とが労働者を牽制する（労働を強化する）一定
の効果をもつことは確かであろうが，この効果
はまさに賃金が後払いされる（それゆえ怠業す
れば賃金が減額される）という事実自体に由来
するのであって，「賃金＝労働協力への報酬（あ
るいは労働の価格）」という誤解の有無とは必
ずしも関わりがないのである。逆に，たとえ賃
金が前払いされたとしても，そのことで「賃金
＝労働力の価格」という正解に近づくという保
証はない。賃金が労働協力への正当な報酬であ
ることに疑いをもつ者は，先払いであれ後払い
であれ，支払われる賃金の額にこそ関心を向け
るであろう。
また，資本家から資本が前貸しされ，後に生
産物の販売をつうじて回収されるという「外観」
があるからといって，この「外観」が直ちに宇
野の説くような「剰余価値＝資本前貸への報酬」
という誤解に結びつくとは限らない。資本前貸
と貨幣支出とは根本的に異なるが，剰余価値が
資本家への正当な報酬であることに疑いをもた
ない者は，それが「資本前貸への報酬」であれ
「貨幣支出への報酬」であれ，あるいは「労働
指揮への報酬」であれ，さしたる違いはないこ
とと受け止めるであろう。しかも，前貸に支払
われるのは利子であって，報酬や剰余価値では
ないと見るのが通俗的な理解である。すでに生
産論の次元で「剰余価値＝資本前貸への利子」
という誤解が定着するのであれば，宇野自身が
「それ自身に利子を生むものとしての資本」を
分配論の次元で説いていることとの整合性も問
い直さなければならなくなる。
むろん宇野が指摘しているように，資本制生
産の下での資本家・労働者間の関係は，問屋制
生産の下での商人・職人間の関係とは異なる。
後者の関係では商人にたいする職人の形式的独
立性が保持され，職人自身の裁量の下に生産が
行われるのにたいして，後者の関係ではそうで
はない。しかしこの違いが生じるのは，後者の
関係が貸借関係の形態を取るのにたいして，前
者の関係がその形態を取らないからではないで
あろう。前者の関係が実質的には売買関係であ
るとしても，貸借関係という商品形態的な「外
観」を纏うことは確かなのである。
しかも，問屋制の下での生産者支配は，たん
に資本制生産に先行し，それを準備・媒介する
という歴史的役割を果たすだけではない。資本
制生産の下でも，産業資本にたいする金融支配
や，新興国の OEM先企業と先進国の OEM元
企業との関係へと形を変えて再現する。異なる
歴史的発展段階の商品生産の間に遍在する貸借
関係の「外観」は，軽視できない意味をもつも
のと見なければならない。
以上で確認されたように，マルクスの「労働
力の使用価値の前貸」という議論にたいする宇
野の評価は，必ずしも明確なものではなかった。
しかし周知のように宇野自身は，労働力を「労
働能力の（一定期間にわたる）使用権」として
独自に定義することで，かかる「使用権」の売
買関係として労使関係を論じる枠組みを設定す
るに至る。労働の貸借関係として労使関係を論
じる枠組みは，事実上解体されることになった
のである。
宇野が労働力の定義を掘り下げて論じたもの
の一つに，「資金論」と題する有名な論考があ
る。もっとも，この論考の直接の主題をなすの
は表題にある通り資金であって，労働力ではな
い。周知のように資金という概念は，宇野がマ
ルクスの利子生み資本論への疑問を深めるなか
で独自に多用するようになったものであるが，
宇野自身も認めるようにもともとは定義のはっ
きりしない日用語であって，その点はしばしば
マルクス擁護派からの攻撃の的となってきた。
そうした年来の批判に応えようという狙いから
であろうが，宇野はこの論考のなかで，労働力
や土地との類似点および相違点を確認しながら，
少しずつ資金概念の学問的定義を固めてゆくと
いう方法を試行している。したがって「資金論」
は，いわば資金と土地とを比較対象に選んだ「労
働力論」として裏読みすることが可能なのであ
労働力と商人（１）
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る。
宇野によれば，「それ（資金の売買；引用者）
は一面では労働力の売買に類似し，他面では土
地の貸付に類似するが，そのいずれとも異って
いる」。すなわち，（１）労働力も資金も，資本と
して機能するという使用価値を有しており，そ
れが売買され，消費される。（２）しかし労働力
は資金とは違って，たんに流通過程に投じられ
て他商品を購買するのに消費され，その価値を
返済されるわけではなく，新たな価値を形成す
るものとして生産過程に投じられて「実質的に
消費され」，その価値を支払われて「実質的に
再生産される」。（３）資金は，土地とは違って生
産も消費もされないわけではないが，「一定期
間の使用」が売買される（貸し付けられる）点
では土地と共通する。（４）これにたいして労働
力は，生産も消費もされる点では資金と共通す
るが，生産と消費とがどちらも「実質的」であ
る点では資金と異なり，「一定期間の使用」が
売買されるわけではない点でも資金・土地と異
なる。そして以上（１）～（４）を総括すると，資金
の売買とは，形態的には「いわば労働力の売買
と土地の貸付とを綜合して，資金の一定期間の
売買を貸付として実現するもの」と規定できる，
というのである（宇野［１９５９］１９１―１９３頁）。因
みに，宇野のいう資金の「消費」とは，資金が
流通過程に投じられて他商品を購買するのに使
われることを指し，資金の「生産」とは，自商
品を販売して得た貨幣が流通過程から引き上げ
られることを指している３６）。
しかし，宇野による以上のような労働力・資
金・土地の対比は，内容的に見ていくつかの疑
問の余地を残している。
まず，（１）にかんしてである。ここで宇野は，
労働力と資金とは，どちらも資本として機能す
るという使用価値を共有していると規定してい
る。確かに資金については，この規定がぴった
りと当て嵌まるように見える。宇野が「資金」
と規定しているのは，資本家社会全体をつうじ
て形成される（金額の多寡を問わない）貯蓄一
般のことではなく，あくまで個々の資本循環を
つうじて形成される遊休資金のことであるから，
個々の資金それ自体が，資本として機能する（ま
たは資本の価値増殖力を補強する）のに十分な
金額の大きさを有しているはずである。しかし
同じことが，労働力についても妥当するか，ど
うか。個々の資金が資本に「転化」しうるのと
同様に，個々の労働力も資本に「転化」しうる
と考えられるか，どうか。
資金であれば，一定期間にわたって貯め込ま
れてその金額を増やすことができる。しかし宇
野は，こと労働力にかんする限り，その在庫形
成（および転売）の可能性を明確に否定してい
る。資本家にとって労働力は，「生産手段のよ
うにそのまま再び他に売り得る商品ではない。
自ら消費するより外に途のない商品である」，
それは「資本家にとっては商品ではなく，した
がってまたそれ自身では価値物でもない」とい
う（宇野［１９５０・５２］８０―８１頁）。売れたそばか
ら「商品」でも「価値物」でもなくなる以上，
当然，労働力を未消費のまま貯め込むことも不
可能であると考えなければならない３７）。労働力
はいわば単品として生産され，生産されたその
場で売られ，売られたその場で消費される以外
にないというのが，宇野の理解なのである。売
れた後も「そのまま再び他に売り得る」という
商品性を保持している点では，おそらく資金も
生産手段と同様であろう。
このように貯め込めない労働力が，それでも
一定以上の規模をもった可変資本へと転化しう
るとすれば，そこでは生産手段の不変資本への
転化とともに，一定以上の雇用の大量性と持続
性とが前提されていると考えなければならない。
マルクスは資本の起源を，土地財産の集積にた
いする貨幣財産の集積に求めているが，資金が
もともと集積（貯蓄）の契機を組み込まれてい
るのにたいして，労働力はその契機を欠いてい
る。マルクスは「量的変化の質的変化への転化」
という論理をしばしば用いるが，資金と同じよ
うに「質的変化」に先立って「量的変化」を蓄
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積させることは，労働力には難しいように思わ
れる。
かかる労働力と類同性をもつのは，宇野理論
にあっては昔から悪名高いが，小商品生産者の
生産する単純商品ではないか。個々の小商品生
産者の下では，単純商品はごく少量しか生産さ
れない。この少量の単純商品自体には，資本と
して機能しうるという使用価値は具わっていな
い。単純商品の不変資本への転化という「質的
変化」がどこかで生じるとすれば，それは複数
の小商品生産者から単純商品を調達する資本の
下において以外にはない。少量から大量になる
という「量的変化」が生じるのも，市場に散点
しているものを一箇所に集積させる資本の下に
おいてなのである。
次に，（２）にかんしてである。労働力は生産
過程に投じられて「実質的」に消費されるのに
たいして，資金は流通過程に投じられて（形式
的に）消費されるだけであるという区別である
が，これは果たして労働力と資金とのそれぞれ
が有する商品としての属性に即した区別といえ
るであろうか。
なるほど，資金を文字通りの貯金と解するの
であれば，それが最初に投じられるのは流通過
程でしかありえないのは明白であろう。しかし，
原料在庫や製品在庫を含めた広義の遊休資金に
ついてはその限りではない。しかも遊休貨幣と
しての資金も，流通過程における姿態変換を終
えた次には引き続き生産過程における姿態変換
に入ってゆくのであって，そのことを将来の生
産過程にたいする先行投資と呼べないこともな
い。現にこれまでも，産業資本への資金融通は，
商業資本や銀行資本への資金融通との対比から，
たとえば「生産的」資本への資金融通と呼ばれ
たり，商品生産への「実質的」な資金動員と呼
ばれたりしてきたのではないか。加えて，労働
力の方も，宇野のいうように必ず生産過程に投
じられるとは限らない。流通労働者が販売する
のも，工場労働者が販売するのと同じ労働力な
のである。消費が「実質的」であるか否かとい
う区別は，労働力と資金それぞれの商品属性に
即した区別ではなく，買い手（資本家）の側に
おけるそれらの使い方にかんする区別でしかな
いと考えるべきであろう。
しかし，最大の疑問は他にある。宇野の想定
では，資金を売るのも買うのも資本家であるは
ずである。しかしむろん，労働力の売買ではそ
うならない。この違いこそは，まさに資本主義
社会の階級関係に直結する「実質的」な違いを
なすものと考えられるが，宇野は何故かその違
いには触れずに済ませている。その結果，労働
力商品の売り手である労働者も，可変資本とし
て機能するという使用価値を有する商品の売り
手として，あたかも資金の売り手である資本家
と同列に並びうるかのような印象さえ生じてい
るのである。
こうなると，資金の売り手が買い手に利子を
要求しうるのにたいして，労働力の売り手が要
求しうるのはただ労賃だけであり，利潤から分
与される利子ではない理由を説明しなければな
らなくなろう。宇野の場合，その説明に当たる
のが（４）の「一定期間の使用」云々であろうと
推測されるが，労働力商品の売買が「一定期間
の使用」の売買ではない，あるいは「一定期間
の売買を貸付として実現するもの」ではないと
いう宇野の主張は，実は少しも自明ではない。
むしろ従来は，労働者の売るものが労働能力で
はなく，その「一定期間の使用」であることこ
そ，労働者を奴隷から分かつ決定的な標識とさ
れてきたのではないか。
すでに本稿の注１でも引いたが，たとえばマ
ルクスによれば，労働力の売買関係が持続する
ためには，「労働力の所有者がつねにただ一定
の時間を限ってのみ労働力を売るということ」
が必要になる。労働力をひとまとめにして一度
に売ってしまうと，労働力の所有者は自分自身
を売ることになり，奴隷と変わりがなくなる。
労働力の所有者があくまで商品所有者としての
自由な立場を保持できるのは，「ただ，彼がい
つでもただ一時的に，一定の期間を限って，彼
労働力と商人（１）
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の労働力を買い手に用立て，その消費にまかせ
るだけで，したがって，ただ，労働力を手放し
てもそれにたいする自分の所有権は放棄しない
というかぎりでのことである」という（K .，，
S.１８２，〔１〕２９４―２９５頁）。
以上のようなマルクスの主張にたいして，宇
野が同意を示さないとは考えにくい。現に宇野
自身，「奴隷のように身体自身を売ったのでは
労働力を売ったことにはならない。すなわち一
定の時間を限って資本家の下に労働するという
ことによって販売する」と明言している（宇野
［１９５０・５２］８０頁）。労働力とは「労働力の一定
時間の使用権」（鎌倉［１９９６］１５１頁）のことを
指す，あるいは「労働力の一定期間に限っての
一定の使用権」（小倉［１９８１］８―９頁）のこと
を指すという定義は，宇野理論にあっては別段
異端ではない３８）。「貨幣の商品化」という場合
の「貨幣」は，貨幣そのもののことではなく貨
幣の一定期間の使用権のことであり，「土地の
商品化」という場合の「土地」も，土地そのも
ののことではなく土地の一定期間の使用権のこ
とである──以上と同じ理屈が，これまで「労
働力の商品化」という場合の「労働力」にも適
用されてきたはずである。
１―４ 労働力と信用関係
前節で述べたように，宇野が労働力と資金と
を対比したのは，まだマルクス経済学のなかで
市民権を得ていなかった「資金という通俗語」
を用いるのに際して，多少なりとも「通俗語と
しての曖昧さ」を払拭しようとしたことに理由
があった（宇野［１９５９］２２２頁）。宇野派内外の
信用論研究のなかで資金概念が定着し，その「通
俗語としての曖昧さ」を気にする論者が減るに
したがって，労働力と資金とを対比する論者も
次第に減っていったのは，ある意味では当然の
成り行きであったといえる。それとともに，労
働力の売買関係の裏側に貸借関係が貼り付いて
いるというマルクスの理解も，宇野辺りまでは
受け継がれてきたものの，いまや古風になった
感が否めない。しかし本稿の観点からすると，
この理解には，現段階でこそ検討すべき問題の
ヒントが含まれている３９）。
この理解を現段階で整理してみると，最初の
分岐点は，（１）労働者から資本家に労働力の使
用価値（労働）が前貸しされているという見方
と，（２）資本家から労働者に労賃（資本）が前
貸しされているという見方との間に潜んでいた
といってよいであろう。マルクスには，これら
二つの見方が混在していた。しかしどちらの見
方も，改めて考えてみると貸借関係の原則から
の逸脱を孕んでいる。本来，貸したのと同じも
のを返すというのが貸借関係の原則である。し
たがって，資本家に前貸しされるものが労働力
の使用価値であるとすれば，労働者に返済され
るものも労賃ではなく労働力の使用価値でなけ
ればならないはずであり，労働者に前貸しされ
るものが労賃であるとすれば，資本家に返済さ
れるものも労働力の使用価値ではなく労賃でな
ければならないはずである。労賃を支払って労
働を得るという関係は，誰が何を前貸しするの
であれ，貸借関係としては変則的なものと考え
ざるをえない。
ただ変則的にせよ，貸借関係である以上は契
約履行のリスクが伴う。（１）では，労賃が契約
通りに支払われるかどうかが問題になる。しか
し，貸した労働力の使用価値がいかなるかたち
で実現されるか，労働がいかなる環境の下で行
われるかは不問に付される。すなわち問題にな
るのは，貸し手である労働者にとっての価値次
元でのリスクである。
（２）では，労働の現実的譲渡が契約通りに行
われるかどうかが問題になる。しかし，貸した
労賃の価値がいかなるかたちで実現されるか，
労賃がいかなる目的に支出されるかは不問に付
される。すなわち問題になるのは，貸し手であ
る資本家にとっての使用価値次元でのリスクで
ある。
このように内容を整理してみると，（１）の見
方と（２）の見方とにたいする評価は自ずから三
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通りに分かれる。これが次の分岐点である。第
一の評価は，どちらの見方も貸借関係の原則へ
の逸脱を孕むから，あくまで労働力の売買関係
として割り切るべきである，というものになる。
この評価の根本には，労働力とは正しくは「労
働力の（一定期間の）使用権」の謂いであり，
この使用権は前貸しされるのではなく，労賃と
引き替えに売られ，消費されるのだという見方
がある。
第二の評価は，マルクスに倣って（１）の見方
を採用すべきであるが，労働力の使用価値は前
貸しされるのではなく，むしろ信用売りされて
いると改めるべきである，というものになる。
信用売りであれば，貸したのと同じものを返す
必要はなくなる。ただ，信用売りも売買関係の
一種と見れば，第一の評価との違いはあまりな
くなる。
宇野は基本的には第一の評価を採用していた
といってよいが，その理由については，労働力
が信用貸しされているというのは「商品形態的」
な外観でしかなく，実質的には売買関係である，
というように説明していた。奇しくもこの説明
は，商業信用は形態的には売買関係であり，実
質的には貸借関係であるという説明とは反対の
論理構造になるが，兎も角も労働力の貸借関係
という形態を容認している限りにおいて，その
まま第二の評価に繋がっても不思議ではない。
ただ，貸借関係には（たとえ信用価格の内に埋
め込まれているのであれ）利子が付くというも
う一つの原則があるが，この原則をいかにして
労賃に適用するのかは，第二の評価では不明に
帰すことになる。
第三の評価は，（２）の見方はそもそも問屋制
家内工業についての古典派的な見解（スミスの
前払説など）に由来するものであり，資本主義
的な労使関係を主題とするマルクス経済学とは
根本的に齟齬がある，というものになる。宇野
は，資本家が労賃を前貸しするという見方は，
かかる前貸にたいする報酬が剰余価値であるか
のような誤解を生むという批判を加えていたか
ら，第三の評価にも親和的であったということ
ができる。
このように，三つの評価は必ずしも排他的な
関係にはないが，あえて従来の多数派の評価と
いえるものを一つ挙げるとすれば，第一の評価
であろう。第一の評価に徹すれば，労働力を何
らかの貸借関係として説明すること自体が不要
になるから，第三の評価も余計なものになる。
それとともに，（１）と（２）それぞれの見方のなか
で問われていた契約履行のリスクも，後景に退
くことになるのである。
すなわち，労賃が契約通りに支払われないと
すれば，もはや労働力の搾取ではなく収奪の問
題であり，原理論で扱いうる問題の範囲を超え
る。また，労働の現実的譲渡が契約通りに行わ
れないとすれば，資本家による労働者の管理が
不徹底であるからにすぎない。機械制大工業の
下では，労働者の熟練は解体され，労働の強度
も機械の作業速度に応じて操作できるようにな
る。加えて，労賃も，労働の現実的譲渡が行わ
れた後で支払われるのが一般的になる。かかる
一連の管理が徹底される限り，資本家にとって
の労働力の使用価値次元でのリスクは消滅する
ものとみなされるのである。
しかし，（１）と（２）とのどちらの見方において
も，またそれらにたいする三通りの評価の何れ
においても，死角に落ちてしまうリスクが存在
する。業務内容や労働環境に不満を抱いた労働
者が労働協力を拒み，労働の現実的譲渡を行わ
ないことは，たんなる契約不履行の問題として
割り切れない内容を含んでいる。労働の現実的
譲渡が行えないほど業務内容や労働環境が劣悪
であったとすれば，労働力の使用価値だけでな
く，労働者自身の心身もスポイルされている可
能性がある。従来の問題機制のなかで死角に落
ちるのは，労働者にとっての使用価値次元での
リスク，労働力使用にかんする約定履行のリス
クなのである。
このことを，商業信用を例にとって考えてみ
よう。売買関係と貸借関係とが表裏一体をなす
労働力と商人（１）
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構造は，資本間の商業信用にも見られるので
あって，必ずしも労使間での労働力の売買関係
に特有ではない。しかし，資本間の商業信用で
は，相手に融通した資金が約定通りに無事支払
われるかどうかは厳しく問われるものの，信用
販売した商品がどのように使用されるかは問わ
れない。原理論では一般に，貸し倒れのリスク
とは区別される純粋な踏み倒しのリスク（モラ
ルハザード）は考慮に入れないことになってい
るが，仮にそれを考慮に入れたとしても，商業
信用のリスクが全て貨幣支払の次元に集約され
ることに違いはない。
しかし，労働力の売買関係では事情が異なる。
賃金が契約通りに後払いされるかどうかはむろ
ん問われるが，それだけではなく，販売した労
働力がどのように使用されるかも問われる。マ
ルクスの説明は，『資本論』第１巻第２篇資本
章の末尾の「一方は意味ありげにほくそ笑みな
がら」云々という一文を始めとして（K .，，S.
１９１，〔１〕３０９頁），あたかも業務内容については
白紙の状態のまま資本家に労働力が売られ，売
られた後にどのような業務に就かされようと，
どのような労働環境の下で働かされようと，も
はや労働者には一言も文句をいう資格はなくな
るかのような印象を残す。しかしこれは，明ら
かに過度に劇画化された労使関係像，いわば求
人票なき労使関係像であって，労働者をあたか
も家畜のごとき存在として印象づけてしまう弊
害を伴っている４０）。
労賃が労働協力の報酬であるというのが誤謬
であるとしても，労働過程が労働者の主体的な
協力抜きに成立しないこと自体は誤謬ではない。
労働者は，業務内容や労働環境についても一定
の要求を行い，その要求に応じるという雇用者
側の約束を信用して労働力を売るのであって，
その約束が履行されない場合は労働協力を拒む
であろう。売った商品を納品しないのは筋が通
らないであろうが，労働力にかんする限り，そ
の使用価値の形式的譲渡の後で現実的譲渡を行
うかどうかは，雇用者側が約束を履行するかど
うかに依存する。売られた商品をどのように使
用するかは買い手の一存に委ねられるという商
品売買の原則は，労働力商品にかんする限り，
マルクスが説明するほど全面的に当て嵌まるわ
けではないのである。
以上は，労働者の身体から分離して販売する
ことも使用することもできないという，労働力
商品の特殊性のもたらす必然的帰結といえよう。
労働力と労働者とは別ものであるといっても，
買い手による労働力の過酷な使用は，売り手で
ある労働者自身の身体をも破損しかねないので
ある４１）。
この点での類例を挙げるとすれば，土地家屋
や機械設備などの賃貸借であろう。機械のリー
スは，一定期間にわたる機械の使用権という商
品の販売として理解できるが，この商品をどの
ように使用するかは，必ずしも買い手の一存に
委ねられるわけではない。その使用方法は，機
械自体を破損しない範囲内（原状回復の可能な
範囲内）に限定され，この範囲を踏み越えた買
い手には，修理費の支払や金銭的弁済が請求さ
れる。労働力の売買関係には，商業信用に現れ
るような価値次元の信用関係だけではなく，リ
ース業に現れるような使用価値次元の信用関係
も絡むわけである。
そしてこうした観点から見直すと，貸借関係
と信用関係との間には，資本間の信用関係のみ
を論じていたときには見えなかった微妙な断層
が走っていることが分かる。
資本間の商業信用が将来の支払約束にたいす
る信用関係であり，同時に実質的な貨幣貸借の
関係であるとしても，信用関係がいつでも貸借
関係の形式を取るとは限らない４２）。信用関係に
はそれ以外にも，品質表示や宣伝文句を信用し
て買う，適正に使われることを信用して売る，
あるいは適正に管理されることを信用して預け
るといった多様な形式が存在する。それらの形
式のどこまでが原理論で説けるのかは別途問題
になろうが４３），すでに述べたように少なくとも
労働力にかんする限り，その使用価値次元での
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信用関係を丸ごと原理論の外側に押し出すわけ
にはいかない。労働力の売買関係の裏側に貼り
付いている貸借関係は，定型的な貸借関係のバ
リエーション，つまり貸したのと同じものを利
子付きで返すという貸借関係のバリエーション
として理解するよりも，多型性のある信用関係
のバリエーションとして理解した方が筋が通る
のである。本稿の１―３でも述べたが，宇野の
ように労働力と資金とを対比することは，これ
ら二つのバリエーションの違いを曖昧にしかね
ない懼れを伴う。しかし同様の懼れは，マルク
スが提示した「労働の前貸」という命題にも伴っ
ている。
さらに以上の理解を敷衍すると，労働力の売
買をめぐる労使間の信用関係には，労働力使用
にかんする約定履行のリスク以外にも，労働成
果にたいする適正評価のリスクが伏在している
という見方が成り立つ。
一見すると，出来高賃金（成果主義賃金）を
採用しさえすれば，単純に時間では計れない種
類の労働にたいしても，労使双方の側から見て
十分適正な評価が下されそうに思われなくはな
い。しかしそれは，労働成果が個人に帰属する
場合に限られる。労働成果が集団に帰属する場
合，その成果にたいする一人一人の貢献度を評
価するのは容易でない。またどちらの場合も，
もともと一出来高当たりの賃金額をいかなる方
法で算定するかという問題が生じる。勤務評定
表には，出勤状況（欠勤回数）のように単純に
数値化できる項目以外にも，人物評定や適性評
定などのように実態を掴みにくい項目が多数含
まれる。労働成果にたいする評価方法には，労
働者の側から見ると，多少なりとも不透明性が
つき纏うのである。
この不透明性は，労賃を後払いにしたところ
で払拭されるわけではない。恣意的な勤務評定
によって，後払いされる労賃額が不当に減らさ
れないという保証もないからである４４）。した
がってこれは，前貸しされるのが労働力の使用
価値であるか，それとも労賃であるかには影響
されない信用リスクなのであり，いわば人事考
課を伴う労使関係に普遍的なリスクといってよ
い。
すでに述べたように，労賃が前貸しされてい
るという観点に立てば，労働の現実的譲渡が契
約通りに行われるかどうかが問題になる。しか
しこれは，労働成果にたいする評価の問題とは
関係がない。一方，労働力の使用価値が前貸し
されているという観点に立てば，労賃が契約通
りに支払われるかどうかが問題になる。しかし
これは，既定の額の労賃が契約通りに支払われ
るかどうか，つまり給与の不払いや未払いがな
いかどうかという話であって，労賃額が労働成
果に見合っているかどうかという話ではない。
原則として，資本の業績が著しく悪化するか，
最終的に倒産でもしない限り，この意味での信
用リスクはそれほど大きくはならないであろう。
払える給与を払わないということになれば，今
後の労働力の確保が困難を極めることは必至で
ある。
しかし労働者としては，資本の倒産の懼れが
なく，給与の遅配の懼れもないからといって，
簡単に資本を信用して自分の労働力を売れると
は限らない。労働の評価方法には，労働力の使
用方法と同様，たんなる支払の不確定性（貸し
倒れのリスク）には還元できない固有のリスク
要因が潜んでいるのであり４５），これも根因を突
き詰めると，やはり貸借関係と信用関係とのズ
レに帰着するのである。
ただ，これまで述べてきたことの裏返しとし
て，労使間の信用関係には，資本間の信用関係
にはない一種の弾力性があることも付言してお
く必要がある。一言でいえば，借りたのと同じ
ものを返せないと一発アウトになるといった厳
格なルールが，労使間の信用関係には必ずしも
適用されないのである。
信用リスクが支払の不確定性に集約して現れ
る資本間の信用関係では，一回の支払不能は与
信者と受信者との双方に深甚なインパクトをも
たらす。そのインパクトは外部にも波及して，
労働力と商人（１）
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同じ生産加工系列に属する資本の間に支払不能
の連鎖を広げかねない。むろん，かかる事態を
防ぐための事前的対応として，信用調査の厳格
化や貸倒準備金の積み立て，裏書人の確保など
の措置が取られはする。また事後的対応として，
債権の強制回収や担保物件の競売などの措置が
取られはする。さらに，特定の資本の下に債権
債務関係を集積させることで，信用リスクの分
散化や平坦化が図られもする。しかしこれらの
措置には，支払不能の損失を減らす力はあって
も，起きてしまった支払不能をなかったことに
する力まではない。
これにたいして，労使間の信用関係では事情
が異なる。契約したよりも少ない労働しか現実
に引き渡されなかったり，反対に契約したより
も多くの労働を強いられたり，辛口の勤務評定
によって労賃がカットされたりするなどの不測
の事態が生じたからといって，直ちに労使間で
の信用関係が崩壊して，雇用関係が結べなくな
るわけでは必ずしもない。むろん，かかる事態
が何回も続発すればその限りではなくなるが，
資本間の信用関係とは違って，一定回数までは
エラーを許容するような調整力が労使間の信用
関係には具わっている。
この違いをもたらす要因は二つあろう。一つ
は，上記のような不測の事態に備える「保険財
源」が労働者の側に形成されていることである。
予定外の残業労働は，いわば生活労働の余力と
いう「保険財源」からの自己融通によって賄わ
れる。むろん，残業労働に転用された分，生活
労働は減らさなければならなくなる。しかし生
活労働は，必要であることは確かでもその必要
量が確定できないという点で生産労働とは異な
るのであり，減らした途端に同じ水準での生活
過程が立ち行かなくなるわけではない。絶対的
剰余価値の生産を可能にするような労働力の本
源的な弾力性は，こうしたつぶしの利く「保険
財源」の存在に支えられているといってよいが，
それは労使間の信用関係にも特殊な弾力性を与
えるのである。
むろん資本の場合も，予定外の貸し倒れに
よって資産の一部に穴が生じると，準備金その
他の遊休資金を自己融通することで立て直しを
図るであろう。しかし，資本の運転資金の必要
量には確定性があり，資金繰りがその必要量を
下回った途端に同じ規模での生産過程は立ち行
かなくなる。
もう一つは，やはり貸借関係と信用関係との
間にズレがあることである。貸借関係では，何
が貸し借りされるのかは決まっている。それゆ
え，借りたのと同じものを返す以外に返済の方
法はない。しかし，貸借関係に翻訳できない労
使間の信用関係では，初回のエラーを次回以降
に帳消しにするという弁済・弁償が利く。一度
予定外の残業を強いられても，残業手当を支給
したり，時短を許可したり，勤務内容を軽くし
たりするなどの代替措置が取られるのであれば，
いきなり離職するには至らない場合が多いであ
ろう。
もとより雇用条件の中味は，金銭面に始まり
福利厚生面に至るまでの多数の項目に分かれて
いる。求職者はそれらの項目を一つ一つ吟味し，
○×を付けながら就職するかどうかの結論を下
すわけであるが，普通はどうしても項目ごとに
○×のバラツキが生じる。そのなかで，どの項
目をどの程度重視するかは，結局のところ当人
の価値観に依存する。○をつけた項目のなかで
も，当人にとって特に重要な項目が×にならな
い限り，労使間の信用関係は決定的な毀損を免
れうるのである。
注
１）この命題は，労働力にかんする最初の説明が行わ
れる『資本論』第１巻第２篇第４章第３節のなかで，
早くも提示されている。そこに見られるのは，「労働
力の日々の生産」のために必要な生活手段の価値で
ある「労働力の日価値」に相当する販売価格で，労
働者が自分の労働力を毎日売りに出し，貨幣所有者
がそれを毎日買うという設例である（K .，，S.１８７，
〔１〕３０２―３０３頁）。
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もっとも『資本論』には，労賃が一日ごとではな
く一週ごと，または一か月ごとに支払われるという
設例も見られる（K .，，S.１８８，〔１〕３０６―３０７頁，K .，，
S.５６５―５７１，〔３〕６７―７６頁）。ただその場合も，労働力の
単価はあくまで「日価値」であるという前提が維持
されたまま，労賃の支払額とその支払間隔だけが変
化するという設例になっていることが多い。一週間
または一か月間にわたって日雇をくり返したところ
で，それだけでは安定的な正規雇用と呼べるものに
はならないであろう。現に『資本論』には，労働者
のことを「その日暮らしで自分の賃金を毎週受け取っ
て毎日支出する人々」と形容している箇所もある（K .，
，S.１４６，〔４〕２３８頁）。支払われるのが日給ではなく週
給であっても，労働者が「その日暮らし」の経済状
態に置かれていることに変わりはないというのがマ
ルクスの認識なのである。
この点にかんして大内力は，「日々切り売りされる
というところに，労働力の商品化の特質がある」と
明言した上で，もしも何年分かの，あるいは一生分
の労働力がひとまとめに売買された場合，労働者は
「人格を長期間拘束され，奴隷化してしまうであろう」
という見解を示している（大内［１９８１・８２］上，２４３
―２４４頁）。「労働者は奴隷ではないから，自分の人格
までを売るわけではない」という説は昔からよく聞
かれるが，大内はこの説にたいして，「人格を売らず
に済ますためには，日雇でなければならない」とい
う補足を加えているわけである。
しかし大内の見解に基づくと，一生分どころか，
一週間分の，または一日分の労働力がひとまとめに
売買されるだけでも，労働者は一週間または一日の
期限付きで「奴隷化してしまう」という理屈になる
のではないか。もとより日々の切り売りは，一日分
のまとめ売りといえなくもない。すると同じまとめ
売りでも，一日分（から一年分）までのまとめ売り
に止めていれば人格を売らずに済むのは何故なのか
という疑問がどうしても湧いてくる。大内自身は，
被傭者が違約金を払わずに自由に退職できるかどう
かで「奴隷化」の有無を分けているが（大内［１９８１・
８２］上，２４４頁），たとえ日雇の場合でも，終業時間
を待たずに退職すれば日当の満額は支給されず，残
り時間分の時給はきっちりと差し引かれるのが普通
であろう。日々の切り売りですら，秒単位の切り売
りから見れば，何年分かのまとめ売りに匹敵するの
である。
周知のように，労働力をひとまとめに売り払うと
労働者は奴隷に転化してしまう，労働力の販売はあ
くまで「一定の時間を限ってのみ」行われなければ
ならないという見解は，マルクスによっても示され
ている（K .，，S.１８２，〔１〕２９４頁）。従来この見解は，
論者ごとの理論的立場の違いを超えて，幅広く支持
を集めてきた（宇野［１９５０・５２］８０頁，鈴木［１９５５］
８７頁，野口［１９７２］１４８頁，頭川［１９９２］３９―４０頁，
櫛田［１９９７］５頁）。しかし大内のように，「一定の
時間」を「一日」と限定している論者は必ずしも多
くはない。たとえば日高［１９８３］は，労働者が売る
のは「一日とか一週間とかの時間を限られた労働力」
であると規定している（５８―５９頁）。
なお荒又［１９７８］は，上記のマルクスの見解につ
いて，労働者の人格性が保持されるためには労働者
（の生産行為・用役行為）の「時間を限っての使用」
が必要条件になるという，『法の哲学』におけるヘー
ゲルの見解を継承したものと指摘している（１４１―１４２
頁）。マルクス自身，『資本論』第１巻第２篇第４章
の注４０のなかで，メキシコの債務奴隷制の事例に触
れた後，ヘーゲルの『法の哲学』から上記の見解の
示された一節を引用している。荒又［１９８３］３頁，
牧野［２０１６］２９８―３００頁も参照せよ。
２）ここで労働力概念が導き出されるまでの理論展開
は，（１）一般的な商品を取り扱う限り「資本の一般的
定式の矛盾」は解決されない，（２）したがって「独特
な商品」を取り扱う必要がある，（３）それは「価値の
源泉であるという独特な性質をその使用価値そのも
のがもっているような商品」である，という三段論
法になっている（K .，，S.１８１，〔１〕２９３頁）。
見られるように，（３）の定義はきわめて抽象的であ
るが，それも労働力から直接抽出された定義ではな
い。まず商品の全体集合を設定して，そこから一般
的な商品の部分集合を除くという（１）の回り道を踏ん
だ後に，ようやく労働力とは何かを論じる（２）以降の
手続きに移行するのである。中間に置かれた「独特
な商品」という定義は，実質的には「一般的ではな
い商品」という否定形の定義であろう。
３）現にマルクスは，ルートヴィヒ・クーゲルマンに
充てた１８６７年１１月３０日付の手紙のなかで，経済学の
素養がない読者でも「最初に読んですぐにわかると
ころ」として，『資本論』第１巻から第４篇第１１～１３
章の「協業，分業および機械にかんする部分」，第７
篇第２４章の「いわゆる本源的蓄積」と並んで，第３
労働力と商人（１）
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篇第８章の「労働日」を挙げた上で，これらの箇所
をクーゲルマン夫人に読ませるように勧めている
（Marx & Engels［１９５４］〔訳〕１７９頁）。なお，この手
紙にたいするデ・イ・ローゼンベルグの否定的反応
（Розенберг［１９３１］〔１〕〔訳〕２４―２５頁）については，
森岡［２０１７］１９頁が紹介している。
またWheen［２００６］は，イギリスの社会主義者ウィ
リアム・モリスは『資本論』を読むのに難渋したが，
「歴史的な説明の部分はとても楽しく読めた」と語っ
ていたというエピソードを紹介している（〔訳〕１１５―
１１６頁）。この「歴史的な説明の部分」には，「労働日」
の章も含まれていた可能性が高いように思われる。
大内［２０１２］９２―９３頁も参照せよ。
４）Rowthorn［１９８０］は，マルクスの賃金論には，労
働力の価値を「労働力の生産費（再生産費）」から説
明する見解と，「慣習化した生活水準」から説明する
見解とが並存しており，マルクス自身はほとんど意
識していないものの，二つの見解の間には不一致が
あると指摘している。
Rowthornによれば，前者の見解が「人口論的（demo-
graphic）」であるのにたいして，後者の見解はそうで
はない。前者の見解では，もしも労賃が労働力の価
値を下回ると，労働力の供給量はいずれ不足を来し
て，その品質も悪化を余儀なくされるという結論に
なる。しかし後者の見解では，「慣習化した生活水準」
が「労働力の生産費」を上回っていた場合，たとえ
労賃が労働力の価値を下回っても，労働力の供給量
やその品質には必ずしも影響が出るとは限らないと
いう結論になる。こうした不一致は，労働者の生活
水準が――時とともに向上するとはいえ――その
時々の最低生存費の水準と合致するという前提の下
でのみ，はじめて解消されうるという（〔訳〕２５５―２６３
頁）。
５）無数にあるそうした評価のなかの目を引く一例と
いえようが，Harvey［２０１０］は，東南アジアにおけ
る NIKEやリーバイスの工場での実話を引き合いに
出しながら，「現代における労働慣行の多くが，労働
日に関するマルクスのこの章（『資本論』第１巻第３
篇第８章「労働日」；引用者）の説明とほとんど違っ
ておらず，きわめて容易に現代の状況をこの章に挿
入することができる」と結論づけている（〔訳〕２４３―
２４５頁）。
興味深いことに，これと瓜二つの結論が，すでに
カウツキーの議論にも見られる。カウツキーは，エ
ンゲルスが『イギリスにおける労働者階級の状態』
のなかで示した標準労働日をめぐるイギリスの階級
闘争の分析が，『資本論』の「労働日」の章と相補的
な内容をもつとした上で，ヨーロッパ大陸で後発し
た標準労働日をめぐる階級闘争もイギリスのそれを
模倣したかのような道筋を辿っており，「エンゲルス
が４０年前に書き，マルクスが２０年前に書いた状態，
それは，今日なおわれわれの真っ直中に生き生きと
見いだすことができる」と評している（Kautsky［１８８７］
〔訳〕８７頁）。
６）永谷［２０１３］は，今日の非正規雇用やワーキング
プアの増大，格差化の傾向などは，労働力商品化が
極点に達したことを示す現象ではなく，むしろ資本
主義の要をなす労働力の価値規定が無効化され，価
値法則が腐食されつつあることを示す現象であり，
市場経済が異常成長を遂げたことによる「脱資本主
義（資本主義の市場経済への熔解；引用者）」の兆候
でもあると断じている（２００頁，３０５頁）。
また鎌倉［２０１４］は，資本家的経営者ですらが（利
潤の質的分割の結果として）賃金を稼得する労働者
の一人であるかのように観念されてきたにもかかわ
らず，その賃金が一人だけ桁違いに高く，ワーキン
グプアの賃金との格差は開く一方であるという不釣
り合いな現実は，労働には利得・収入が付くという
イデオロギーによって労働者の抵抗を抑えてきた「資
本主義的社会統合」の歴史的終焉を示すものと総括
している（１８５―１９１頁）。
両者の間では，少なくとも経済原論を基準にして
考える限り，ワーキングプアの出現――あるいはワ
ーキングプアとそれ以外の労働者との賃金格差の発
生――は，資本主義の下では本来起こりえないはず
の現象であるという見方が共有されていよう。裏を
返すと，そうした現象が起こるようでは，もはや本
来の資本主義とはいえないという見方になるわけで
ある。
７）これらの指摘については，以前にも簡単に紹介し
た通りである（拙稿［２０１６・１７］（３）９７―９８頁）。代表
的なものとして，Stockhammer［２００８］p．１８４，Harvey
［２０１０］〔訳〕４５２―４６３頁，４９１―４９３頁，Harvey［２０１１］
〔訳〕３０１―３０６頁などを参照せよ。
８）ただ日本の場合，格差化の傾向と金融化の傾向と
の間には，本文に示したほど緊密な相関性があると
はいえないかもしれない。
たとえば OECD［２００６］では，日本における市場
30
所得の不平等拡大の主因は，１９９４年から２００４年にか
けての非正規労働者の拡大と，非正規労働者の３分
の２を占めるパート労働者の低賃金とに求められて
いる（p．１００）。Glyn［２００６］はこのことを受けて，
また過去１０年間にわたって日本の最上位０．１パーセン
トの所得がほとんど増大していないという Piketty &
Saez［２００６］の指摘も参考に入れて，アメリカやイ
ギリスにおける不平等拡大を牽引してきたのが「所
得分布の最上層」の増大であったのとは対照的に，
日本におけるそれを牽引してきたのは「所得分布の
最底辺」の増大であったと分析している（〔訳〕２４４―
２４５頁）。
この分析の当否はさて措くにせよ，金融化の傾向
の影響は，やはり一般論としては「所得分布の最上
層」に近いほど大きくなり，「所得分布の最底辺」に
近いほど小さくなると見るのが順当であろう。森岡
［２０１５］１６５―１６７頁も参照せよ。
９）山口重克は近年になって，古典的帝国主義段階に
おける「ドイツ的特徴」を捨象した「金融資本の一
般的概念」には，産業金融型と証券金融型との二類
型があるという見方を示している（山口［２０１３］６１―
６５頁）。この見方を借りると，原理論のなかで説かれ
る「信用機構（または貨幣融通形式の資本）の一般
的概念」には，産業金融型という一類型しかないと
いうことができよう。
１０）マルクスは，『資本論』第１巻にある貨幣の支払手
段機能にかんする説明のなかで，この二重構造を「信
用制度が拡大されれば，支払手段としての貨幣の機
能も拡大される。このような支払手段として，貨幣
はいろいろな特有な存在形態を受け取るのであって，
この形態にある貨幣は大口商取引の部面を住みかと
し，他方，金銀鋳貨は主として小口取引の部面に追
い帰される」といういい方で説明している（K .，，S.
１５３―１５４，〔１〕２４５頁）。
１１）ほぼ同じ趣旨の指摘を行っているものとして，
Lapavitsas［２０１０］〔訳〕５０―５３頁を参照せよ。また荒
又［２０１１］は，金融市場における郵便貯金や簡易保
険などの運用をつうじて，賃金労働者の準備金が「社
会の利子生み資本の運動の中に自分の位置を発見す
るようになる」ことは，資本概念と賃労働概念との
境界線の引き方にまで影響しうるという見解を示し
ている（８―９頁）。
１２）もっとも，近代的な人材派遣業が整備されたのは
それほど遠い昔ではなく，１９４８年（もしくは１９４７年）
にアメリカのウィスコンシン州で設立されたマンパ
ワー社をもって世界初の人材派遣会社とみなす説も
広く流布している。この説によれば，弁護士事務所
に生じた現役事務員の病欠を OGの起用によって補
充したのが，近代的な人材派遣の始まりということ
になる。また，それとほぼ同時期の１９４６年に，ハイ
クラスの人材紹介会社の先駆者とされるボイデン社
もニューヨークで設立されている。リクルートワー
クス研究所［２０１０］を参照せよ。
１３）この説き方の難点については，拙稿［２０１６・１７］（３）
７２―７３頁を参照せよ。
１４）マルクスの商業資本像の構築方法については，拙
稿［２０１３・１４］（１）４３―４５頁を参照せよ。
１５）森岡［２００９］は，世界の株式市場において機関投
資家のシェアが高まり，企業の支配権が経営者から
機関株主へと移行するなかで（株主資本主義への移
行），企業業績を短期的に改善させるためのリストラ
や賃金の引下げが横行し，そのことが日本の大企業
における正社員の絞り込みと非正規労働者の増大と
の一因になっていると指摘している（１２―２６頁）。森
岡［２０１５］１７４―１８０頁も参照せよ。
現状に照らして，一応納得できる指摘ではある。
ただこの限りでは，株主資本主義の遥か以前から人
材派遣業（またはそれに類する事業）が存在してい
た理由は，かえって不明に帰す懼れもあろう。人件
費節減のために安価な非正規労働者を利用しようと
することは，企業の支配権を掌握するのが機関株主
であるか，経営者であるか，銀行資本であるか，は
たまた個人資本家であるかには必ずしも左右されな
い，いわば資本一般の根源的な要請といえるのでは
ないか。
１６）小幡［２００９］１５４頁，３２４頁，小幡［２０１４］５―１０頁，３６―
３７頁，沖［２０１２］１９６―１９７頁を参照せよ。
１７）この用語の源流を探れば，いうまでもなくマルク
スにまで遡らなければならない。たとえば『剰余価
値学説史』では，社会的総生産物のなかで労働者に
生活手段として消費される部分が「労働者階級の再
生産のための財源」と呼ばれている（Mw.，，S.５８２―
５８３，〔６〕２９１頁）。また，『資本論』第１巻第７篇第２１
章「単純再生産」は，「資本主義的生産過程は，関連
のなかで見るならば，すなわち再生産過程としては，
ただ商品だけではなく，ただ剰余価値だけではなく，
資本関係そのものを，一方には資本家を，他方には
賃金労働者を，生産し再生産するのである」という
労働力と商人（１）
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有名な一文で締め括られている（K .，，S.６０３―６０４，
〔３〕１２８頁）。『資本論』のこの篇には，他にも「労働
者階級の再生産」，「労働者の再生産または労働者階
級の生殖」，「労働力と労働条件との分離の再生産」，
「労働者の搾取条件の再生産」といった用語が散見さ
れる。やや乱発気味であったこれらの用語は，最終
的に「階級関係の再生産」という用語に集約される
ことになる。
宇野は，いわゆる新『原論』第２篇第３章第１節
「単純再生産――資本の再生産と労働力の再
生産――」のなかで，資本の生産過程を「生産手段
と生活資料という物の再生産過程でありながら，同
時にまた資本家と労働者との社会的関係の再生産過
程である」と規定している（宇野［１９６４］７４頁）。ま
た，いわゆる旧『原論』第２篇第３章第３節「社会
的総資本の再生産過程」のなかでも，資本の生産過
程の意義を「資本家と労働者との社会的関係を商品
形態を通して再生産する」ことに求め，社会的総資
本の再生産過程の意義を「資本家を資本家として，
労働者を労働者として再生産する物質的基礎をなす」
ことに求める見方を示している（宇野［１９５０・５２］
２１１―２１４頁）。
同様の見方は，日高普にも受け継がれている。日
高［１９８３］は，『経済原論』第２篇第３章第２節「再
生産表式論」の「階級関係の再生産」という項の末
尾で，「資本家階級は資本家階級として，労働者階級
は労働者階級として再生産されることを示す再生産
表式は，資本主義社会の物的再生産とともに階級関
係の再生産をも示している」という総括を与えてい
る（１４１―１４２頁）。
１８）別の見方をすれば，労働力の再生産という概念を
捨てて，「階級関係の再生産」という概念の方を残す
手もあろう。「階級関係の再生産」が行われさえすれ
ば，労働者階級は存続し，労働力も途切れることな
く供給されるはずであって，労働力の再生産までを
無理に説く必要はなくなるからである。
労働力の再生産という概念がミスリーディングで
ある原因の一つは，労働力も商品である以上，狭義
の再生産概念の適用対象である一般的な商品とさま
ざまな点で似ていることにある。すでに述べたよう
に一般的な商品の場合，この原料からこの製品が作
られるというように，投入物と産出物とは一対一の
対応関係にある。それゆえ，メニュー通りの原料投
入を一回でも止めると直ちに再生産のサイクルは止
まる。労働力の場合，これほどリジッドな投入＝産
出関係は成立しないが，何日も続けて寝食を忘れる
と再生産できなくなる点では，一般的な商品と決定
的に異なるわけではない。労働力も商品である以上，
「この労働力」というように指し示すことができる個
体性を帯びており，「あの生活手段」を消費して「こ
の労働力」が形成されたという生活履歴をもつので
ある。それは，一般的な商品が生産履歴をもつこと
に喩えられなくもない。
これにたいして，「階級関係の再生産」という概念
には，一般的な商品の再生産と似ていることから生
まれるミスリードの余地はないであろう。
１９）この傾向は，次のような，労働力の価値にかんす
る初発の規定のなかにすでに胚胎している。
「労働力は，ただ生きている個人の素質として存在
するだけである。したがって，労働力の生産はこの
個人の存在を前提する。この個人の存在が与えられ
ていれば，労働力の生産は彼自身の再生産または維
持である。自分を維持するためには，この生きてい
る個人はいくらかの量の生活手段を必要とする。だ
から，労働力の生産に必要な労働時間は，この生活
手段の生産に必要な労働時間に帰着する。言い換え
れば，労働力の価値は，労働力の所持者の維持のた
めに必要な生活手段の価値である」（K .，，S.１８５，〔１〕
２９９―３００頁）。
見られるようにここでは，労働力の生産ないし再
生産は，個人の生存ないし生活と過不足なく合致す
るものとして説かれている。しかし，「労働力の所持
者の維持」には，ただ彼一人分の必要生活手段が与
えられるだけでは十分でない。労働力の所持者とい
う「個人の存在が与えられていれば」といっても，
実はこの与件自体に，「個人の存在」を超えるものが
含まれているのである。
２０）もっとも従来の原理論では，資本家も，自分一人
で商品を売り歩く行商人さながらの姿で描き出され
る傾向が強かった。この資本家の理論像は，労働者
の理論像にも影響を及ぼしていた可能性がある。資
本家が個人であるとすれば，資本家の前身をなす商
品所有者も個人であったと見てよいはずであり，労
働力商品の所有者ですらその例外ではない，という
論法である。
２１）このことは，１８世紀イギリスにおける貧困対策の
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歴史的事実としても確認できよう。
たとえば，１７９５年にイギリスのバークシャー州で
導入された救貧制度，いわゆるスピーナムランド制
度では，パンの価格と家族人数から各世帯の最低生
活費が算出され，所得がこの最低生活費の水準を満
たさない世帯（現役労働者世帯も含めて）にたいし
ては，教区の救貧基金からの手当支給によってその
不足分が埋め合わせられた。現在議論されている貧
困対策でいえば，ちょうど物価スライド方式のベー
シック・インカムに当たるといってよい制度である。
そして，当制度が導入された背景の一つには，イギ
リス農村部での穀物凶作やナポレオン戦争などの影
響によるパンの価格高騰があったと考えられている。
もっとも，こうした賃金補助的な性格をもった――
人道主義的ともされる――貧困対策は，マルサスの
人口理論に立脚した１８３４年の新救貧法の成立以後，
いわば１８０度の方向転換を余儀なくされる。石井
［２０１１］１２２―１２５頁，益永［２０１１］６８―６９頁，伊藤［２０１２］
９頁，本稿（２）の注８７を参照せよ。
なおマルクス保険論研究の分野では，家計保険の
理論化に際して，以前からマルクスの「保険財源」
概念が援用されてきた。たとえば笠原［１９７３］は，
消費過程における労働力の安定的な再生産を保障す
るために形成される「保険財源」を，「消費目的的保
険ファンド」と呼んでいる（８８―８９頁）。また水島［１９６７］
は，「保険財源」には家計における偶然的災害にたい
する貨幣予備が含まれるものとした上で，この貨幣
予備を集団的に形成・管理し，その社会的総額を節
約する役割を果たすところに，家計保険部門の資本
の成立根拠を求めている（３頁）。押尾［１９７９］１１４
頁も参照せよ。
２２）この点にかんして宇野は，一方で「労働力の価値
は，一般的には家族の扶養費を含むものとしてよい」
という総論を述べながらも（宇野編［１９６７］２８３頁），
他方で「子供は，一般的には将来の労働力を形成す
るものとして，むしろ労働者の必要生活資料によっ
て養育されるものと考えてよいが，老人，病人は，
その生活によって労働力を再生産するものとはいえ
ないので，剰余生産物によって保養されるべきもの
といえよう」という区別を行っている（宇野編［１９６７］
２４５頁）。
おそらく，この区別の基礎をなしているのは，「消
耗と死とによって市場から引きあげられる労働力は，
どんなに少なくとも同じ数の新たな労働力によって
絶えず補充されなければならない。だから，労働力
の生産に必要な生活手段の総額は，補充人員すなわ
ち労働者の子供の生活手段を含んでいるのであり，
こうしてこの独特な商品所持者の種族が商品市場で
永久化されるのである」というマルクスの議論であ
ろう（K .，，S.１８５―１８６，〔１〕３０１頁）。
しかし，本稿の注１９で述べたことのくり返しにな
るが，子供の養育・扶養には，ただ必要生活資料が
与えられるだけでは十分でない。必要生活資料とは
別に，子供の生活能力そのものを涵養するための労
働が必要になる。そしてその労働は，労働者と子供
を除く家族の誰かによって担われる必要がある。そ
の誰かに老人がなることも考えられる以上，老人が
「その生活によって労働力を再生産するものとはいえ
ない」という断定は俄には受け容れがたい。ただ，
より根本的な疑問は，そのこととはまた別の点から
生じてくる。
すなわち宇野の区別は，子供・老人・病人のなか
で，労働力の「再生産」という目的に合致するのは
何れの保養であるかという基準から行われている。
しかしすでに述べたように，そもそも労働力が必要
生活資料によって「再生産」されるという命題自体
に疑義を差し挟むのであれば，この基準の妥当性は
怪しくなってこよう。労働力の「再生産」のために
どれほどの生活資料が必要であるかを確定すること
が難しいだけではない。必要生活資料によって「再
生産」されるのがいかなる世代の労働力であるか――
現役世代の労働力だけか，その前後の世代の労働力
までを含むか――を確定することも，やはり困難な
のである。
２３）たとえば日高［１９８３］は，好況末期の賃金は労働
力の価値を大きく超過し，反対に不況期の賃金は労
働力の価値を大きく下回ることになるが，「といって
それですぐ労働力の再生産ができなくなるわけでは
ない」と述べた上で，景気循環の全局面をならせば
労働力は価値通りに売買されており，「それで全体と
しての労働力の再生産ができればよい」という結論
を導き出している（２５５頁）。
この「景気循環の全局面をつうじた労働力の価値
規定（あるいは価値法則の貫徹）」という考え方は，
後に本文中でも言及するように，恐慌論の課題を「労
働力商品の価値の実質的内容を規定するものとして，
価値法則のいわば裏打ちをなす」ことに求める宇野
の見解に由来しており（宇野［１９６４］４１７頁），これ
労働力と商人（１）
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までかなり多くの原理論研究者の間で支持されてき
た（なお，宇野の見解にたいする批判としては，伊
藤［１９７３］２８８―２９９頁，伊藤［１９８１］２０３頁，山下［１９７２］
１２８―１３３頁を参照せよ）。
この考え方に基づいて考えても，景気循環の全局
面をつうじて賃金がならされるためには，好況期か
ら好況末期にかけての賃金の価値超過部分を，それ
らの景気局面だけで費消することなく，来る恐慌期
や不況期にかけての労働力の再生産を賄うために使
わなければならないはずである。また「全体として
の労働力の再生産」に，景気循環の全局面をつうじ
た再生産という意味だけでなく，労働者階級の全体
をつうじた再生産という意味までが含まれる場合，
上位の労働者階層の賃金の価値超過部分を，その階
層だけで費消することなく，下位の労働者階層の生
活資金の不足分を埋め合わせるために使わなければ
ならないはずである。
異なる景気局面へと繰り越すにせよ，異なる労働
者階層へと分配するにせよ，日々の労働力の再生産
という目的からすれば過剰な，狭義の必要部分を超
える部分が賃金のなかに生じ，それが短期ないし長
期の貯蓄に回されるという構図が必要になるわけで
ある。
２４）Johnson［１９８５］のより詳しい紹介によれば，１９世
紀末のイギリスでは不当な高値で下級品を売りつけ
る小売信用（小売商人による掛売り）が横行してい
たが，顧客がそのことに不服を述べようとすれば直
ちに掛売りの帳簿が締められてしまうため，顧客は
「飢餓におそわれ，さらに債務者として法廷に立たさ
れるという二重の恐怖に直面することになった」と
いう（〔訳〕１０５頁）。
２５）もっとも，以上のような文脈で「必要」という概
念を用いる場合，それなりに危険が伴うことに留意
しなければならない。原理論における必要概念は，「資
本の再生産」の観点から行われる剰余との区別を前
提としている。しかし再生産領域は，効率性原則で
締め上げられ，補填原理が貫徹される生産過程とは
反対に，そもそも必要と剰余とのボーダーラインを
確定すること自体が困難な領域である。そして，再
生産領域における「二次的な搾取」も，この領域に
おける必要概念の曖昧さ（いいかえれば弾力性）を
多分に利用するかたちで行われるものと考えるべき
であろう。
２６）むろんこの貨幣貯蓄には，貯蓄銀行・郵便貯金局
への現金預託の他にも，生命保険の購入や，共済組
合・協同組合への加入などが含まれるものと考えて
よい。
２７）たとえば，未婚者にとっては剰余物でしかない配
偶者手当が，既婚者にとっては必要物になり，既婚
者にとっては剰余物でしかないホームヘルパーやケ
アワーカーの利用料金が，未婚者にとっては必要物
になるのも，同様の移動現象であろう。
なお山口［１９８５］は，ある一定の期間を取ってみ
ると剰余物に分類される生産物のなかにも，それよ
り長い期間を取ってみると必要物に分類され直さな
ければならないものがあることを指摘した上で，こ
の「剰余の必要化」の分かりやすい一例として「災
害が発生したときのための備蓄のようなもの」を挙
げている（９８頁）。
２８）マルクスもこの活動にかんしては，「家庭内で慣習
的な限界のなかで家族自身のために行なわれる自由
な労働」とか，「消費のために必要な家族労働」といっ
たいい方で言及している（K .，，S.４１６，〔２〕２８３―２８４
頁）。
２９）Himmelweit［１９９５］は，第三者による代替可能性
が，労働を非労働から分かつ上での重要な標識にな
るという見解を提示している。この見解に従うと，
本文に列記した一連の活動のなかで，フォークやス
プーンを使って食物を口に運ぶところまでは労働（貨
幣評価されない不払労働）に区分され，咀嚼以下は
非労働（自己享受の活動）に区分されることになろ
う。足立［２０１０］９―１０頁，足立［２０１６a］３―４頁も
参照せよ。
しかし，咀嚼者本人にしか予期しえないかたちで
咀嚼のペースが変化し，そのことで食物を口に運ぶ
のに好ましいタイミングも変化するような事例を念
頭に置くと，この区分には若干の疑問が湧いてくる。
むろん，好ましくないタイミングで食物を口に運ば
れても，口を閉じてさえおけば無理に咀嚼しないで
済むであろう。しかしそうなると，咀嚼者は，食物
を口に運ぶタイミングにかんして無言の指示を与え
ながら，結果として第三者の労働をコントロールし
ていることになる。食物を口に運ぶことが，このよ
うに咀嚼者本人の協力を得なければ実行できない一
種の共同作業であるとすれば，咀嚼することの内に
も，自己享受に解消できない対人労働的な側面が潜
んでいるとは考えられないか，どうか。
３０）因みに，社会保障論や福祉国家論の分野では，賃
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金労働者やその家族に無償給付される（または一部
本人負担で給付される）公的な教育・医療・福祉な
どのサービスは，社会的間接賃金と呼ばれるのが一
般的である。社会的間接賃金が労働力の価値を構成
するかどうかについては諸説あるが，構成するもの
と見る論者の一例として，小川［１９８６］５２頁，櫛田
［２００３］３７―４０頁を，構成しないものと見る論者の一
例として，荒又［１９６７］１４２―１４７頁を，それぞれ参照
せよ。
ただこれらの論者の間で，直接賃金はあくまで家
族内部だけで私的に使われるという考え方が暗黙裡
に共有されているとすれば，その考え方にはやはり
違和感が残る。
３１）マルクスは，機械制大工業の下で婦人・児童労働
が一般化するとともに，「家族の消費のために必要な
労働，たとえば裁縫や修理などは，既製品の買い入
れによって補わなければならない」という結果が生
じることを指摘した上で，「家族労働の支出の減少」
と「貨幣支出の増加」とは密接な対応関係にあると
いう見解を示している（K .，，S.４１７，〔２〕２８５頁）。
Braverman［１９７４］〔訳〕２９６―３０８頁，４３１頁，山田［２０１１］
９４頁，１０４―１０５頁も参照せよ。
３２）森田［２００９］は，労働者に教育を施して職業上の
技能を向上させる場合，「その教育を受ける側も修行
労働をしている」から，その成果である労働力には
教育労働だけでなく，修行労働も対象化されるはず
であるという見解を示している（２８４―２８５頁）。小幡
［２０１４］２５―２６頁，３９頁も参照せよ。
３３）本文で述べたように，再生産概念の本義は，日々
の営みのくり返し（フロー）をつうじてある構造（ス
トック）が定期的に再生するという緩い意味にあっ
た。この緩い意味において，「文化段階の再生産」を
説くことは可能であろう。また実際，「階級関係の再
生産」という古典的用語も，実質的には「文化段階
の再生産」というニュアンスを篭めて用いられてき
たように思われる。
３４）小幡［２０１４］は，労働力の価値とは労働力を再生
産するのに必要な生活手段の価値であるというマル
クス経済学の公式は，必要生活手段さえ与えれば生
きた労働（生活労働）がゼロでも労働力が再生産で
きるかのような想定に基づいていると批判している
（９―１０頁）。これは，小幡［２００９］の用語を借りてい
えば，現実離れした「完全オートメーションの世界」
を仮想するものであろう（３１２頁）。
また高橋［１９８８］は，やはりこの公式について，
労働力再生産の場としての「家庭の内部構造」を不
問に付したまま，家庭への入力（生活手段）を出力
（労働力）に変換する関数関係だけに関心を向けたも
のであり，その点でいえばマルクス経済学も，家計
をたんに国民経済を構成する単位要素の一つとして
扱うだけの近代経済学と同じ轍を踏んでいると批判
している（２９２―２９５頁）。
労賃さえ与えれば労働力が再生産されるという構
図は，コインさえ入れれば商品が出てくる自動販売
機を思い起こさせる。しかし実際には，自動販売機
ですら，欲しい商品を選んでボタンを押したり，出
てきた商品を取り出したり，釣銭を受け取ったりす
る人間の動作が欠かせないのである。本来売り手が
負担すべき商品取扱業務や貨幣取扱業務の一部は，
自動販売機ではなく買い手に転嫁されるのであり，
むしろこの転嫁が買い手自身にも意識されないほど
慣習化（自然化）することにこそ，自動化の裏の意
味が潜んでいるともいえよう。拙稿［２０１５・１６］（２）
２８頁も参照せよ。
３５）その証左といえようが，マルクスは使用価値の形
式的譲渡とその現実的譲渡とが時間的に乖離せざる
をえない商品（労働力や家屋など）の場合，買い手
の貨幣（賃金や家賃など）は支払手段として機能す
るが，「貨幣が購買手段として機能するか支払手段と
して機能するかは，商品交換そのものの性質を少し
も変えるものではない」と述べている。その上で，
賃金は実際には後払いされるものの，「関係を純粋に
理解するためには，しばらくは，労働力の所持者は
それを売ればそのつどすぐに約束の価格を受け取る
ものと前提するのが，有用である」というスタンス
を示している（K .，，S.１８８，〔１〕３０５頁）。本文に列記
した何通りかの規定のなかで，少なくとも資本家か
ら労働者への賃金前貸という規定は，かかるスタン
スに由来するものと解することができる。
ただそう解しても，必ずしも問題は解消しないば
かりか，かえって複雑化すらする。マルクスが述べ
るように，労働力の販売時点で賃金が支払われるの
が「純粋」な労働力の売買関係であり，しかもその
時点で労働力の使用価値の現実的譲渡は行われてい
ないのだとすると，「労働者はどこでも労働力の使用
価値を資本家に前貸しする」とか「どこでも労働者
が資本家に信用を与えるのである」といったマルク
ス自身の記述（K .，，S.１８８，〔１〕３０５頁）とは反対に，
労働力と商人（１）
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資本家が労働力の価値（すでに支払った賃金）もし
くは使用価値（まだ受け取っていない労働）を労働
者に前貸しすることこそが「純粋」な基本形であり，
他のパターンの前貸は何れもこの基本形の「おもし
ろい発展」でしかないと解さなければ平仄が合わな
くなるのである。
もしもマルクスのスタンスに独自の調整を加えて，
労働力の使用価値は実際には労働を終えた後で資本
家に引き渡されるものの，「関係を純粋に理解するた
めには」労働力の販売時点で資本家に引き渡される
ものと前提するのが「有用」である，というように
話を進めてよいとすれば，資本家から労働者にたい
しては，なるほど労働力の価値と使用価値との何れ
も前貸しされていないといえるであろう。しかしそ
の場合は，そもそも労働力の売買関係の内に特殊な
貸借関係が含まれているという認識自体を撤回する
必要が生じるのであって，「どこでも労働者が資本家
に信用を与えるのである」という結論には決して行
き着かなくなる。むしろ，販売される商品の使用価
値の譲渡がたんに形式的であるか，それとも現実的
であるかは，「商品交換そのものの性質を少しも変え
るものではない」という話になり，労働力の売買関
係は，ごく一般的な商品の売買関係と変わりがなく
なってしまう。こちらを取り繕えばあちら，あちら
を取り繕えばこちらという具合に，随所で割り切れ
ない点が出てくるのである。
３６）この限りでいえば，宇野は必ずしも資金を擬制商
品とは見ていないことになろう。擬制商品の擬制的
たる所以は，それが資本の生産物ではない点に求め
られることが通例であるが，その意味での擬制商品
に当たるのは，宇野の場合はおそらく労働力・土地・
資本であって，たとえばポランニーのように労働力・
土地・貨幣ではないのである。
もっとも宇野は，上記の指摘に続く考察のなかで
も，「流通手段としての貨幣」と「資金としての貨幣」
との違いを強調して，「流通手段としての貨幣は資金
と異って需要されたり，供給されたりするものでは
ない」と述べている。一口に貨幣といっても，「流通
手段としての貨幣」が資本の生産物でないのにたい
して，「資金としての貨幣」は資本の生産物であると
いう違いがある。そして「貨幣の商品化」という場
合，あくまで「資金としての貨幣」が商品化される
ことを指している。こうした宇野の見方によれば，「貨
幣の商品化」は，「元来商品たるものではない。また
商品として生産せられるものでもない‥‥‥特殊の
商品」が商品化される「労働力の商品化」と比べる
と，擬制的性格が希薄であるという話になるはずで
ある。
３７）この点にかんしてはポランニーも，「労働は生活そ
れ自体に伴う人間活動の別名にすぎず，その性質上，
販売するために生産されるものではなく，まったく
別の理由から生産されるものであり，人間活動は生
活の自余の部分から切り離すことができず，貯える
ことも転売することもできない」というように，ほ
ぼ同趣旨の見方を示している（Polanyi［１９６０］p．７２
〔訳〕９６―９７頁）。
３８）そのなかで永谷清は，労働者が販売するのは毎日
再生産される一日分きっかりの労働力でしかないか
ら，労働者と奴隷との間には最初からどうしても越
えられない絶対的な壁があり，マルクスのように「た
だ一定の時間を限ってのみ労働力を売る」という条
件を外した途端に労働者が奴隷に転化してしまうと
考えるのは，労働力概念の混迷の元となりかねない
誤謬であると断定している（永谷［２００１a］１９―２２頁，
永谷［２００１b］２７―２８頁）。刀田［１９７５］６７頁も参照せ
よ。
また永谷は，上記の断定の延長線上に，たとえ労
働力の全面的な処分権が資本家に移転されたとして
も，労働者を死に至らしめるような過重労働が課せ
られたり，他資本への労働力の譲渡が行われたりす
ることは理論上想定できないという見解を示してい
る（永谷［２００１a］２３頁）。
３９）勝村［２００７］は，小幡が論じている労働力の「型
づけ」と，地代論研究で以前から論じられてきた土
地改良投資（土地合体資本）との相同性に着目しつ
つ，労働市場の分析に地代論研究の知見を動員する
上では，労働力を売買の対象ではなく賃貸借の対象
とみなす立場が妥当性をもつと主張している（１３７―
１４０頁）。
４０）「資本家は，労働力のたとえば一日分の価値を支
払う。そこで，労働力の使用は，他のどの商品の使
用とも同じに，たとえば彼が一日だけ賃借りした馬
の使用と同じに，その一日は彼のものである」とい
うマルクスの設例は，こうした労使関係像の典型と
いえよう（K .，，S.２００，〔１〕３２４頁）。
労働者と家畜とのアナロジーは，労働力の再生産
にかんする説明のなかにも登場する。労働者の消費
過程はあくまで労働力の再生産のための過程であっ
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て，労働者自身が快楽を享受するための過程ではな
い，それは家畜が餌を食べる過程が，家畜自身が快
楽を享受するための過程ではないことと同様である，
という説明である（K .，，S.５９７―５９８，〔３〕１１８頁）。鈴
木［１９９９］は，中西［１９８２］の表現を借りて，労働
力の価値にかんするマルクスの説明は「“家畜的”賃
金論」と批判されても致し方ないところがあると認
めている（１１０―１１１頁）。
なお本文中でも紹介したが，小倉［１９８１］は労働
力商品を，「労働力の一定期間に限っての一定の使用
権」と定義している（８―９頁）。「一定の」という形
容詞には，「一定の使用方法による」という意味合い
があろう。
４１）マルクスは『資本論』第１巻第３篇第８章「労働
日」のなかで，労働日を正常な長さ（標準労働日）
に限定して行われる労働力の「利用」と，労働日を
法外に延長して行われる労働力の「強奪」とを区別
している。マルクスによれば，労働力の「強奪」は，
心身ともに正常な状態にある労働力の再生産を阻害
するものであり，労働者から反発を買わざるをえな
い。労働力商品の独自な性質には，自ずから「買い
手によるそれの消費にたいする制限」が含まれてい
るという（K .，，S.２４８―２４９，〔２〕１３―１５頁）。
ただマルクスは，この問題をさらに理論的に掘り
下げようとはしていない。むしろ，「商品交換そのも
のの性質からは，労働日の限界は，したがって剰余
労働の限界も，出てこないのである」と述べた上で
（K .，，S.２４９，〔２〕１５頁），その後の主題を，標準労働
日をめぐる階級闘争の沿革や現状へと切り換えてし
まう。労働力の売買関係にかんする初発の規定は，
一つ前の篇の第４章「貨幣の資本への転化」のなか
で，むしろ通常の「商品交換そのものの性質」を敷
衍して与えられていたといってよいが，この規定は
変更されないまま終わるのである。『資本論』第１巻
第４篇第１３章「機械と大工業」のなかでも，「労働者
の健康を破壊するような，したがって労働力そのも
のを破壊するような労働の強度」が言及されはする
が（K .，，S.４３９，〔２〕３２２頁），これも事実問題として
扱われるだけである。
なお，労働力の全面的処分権の移転に伴う過重労
働のリスクに着目したものとして，小倉［１９８１］４―
８頁を参照せよ。その上で小倉は，資本家に移転さ
れるのは労働力の所有権ではなく，その一定期間の
使用権だけであるという見解，いわゆる労働力貸借
説（本文で述べた第二の評価）を展開しており，宇
野以来の労働力売買説（本文で述べた第一の評価）
には否定的な見解を示している。
もっとも過重労働に限らず，労働の具体的内容に
立ち入らないまま労働力（または賃労働）の売買関
係を論じることの無理については，これまで労働法
学や労働問題研究の分野では多くの論者から指摘さ
れてきた。
その代表的な論者の一人である隅谷［１９７６］は，
売られた労働力の具体的な使用方法にたいして労働
者が重大な関心を寄せざるをえないところに，一般
的な商品とは異なる労働力（隅谷の用語では賃労働）
の特殊性を読み取っている（３５頁，４５―４６頁）。また
柳澤［２００４］も，隅谷の所説に依拠しつつ，「生産過
程における人と人との関係（支配・従属関係；引用
者）がすでに所与の内容となったものとして労働市
場での交換契約が規定され，成立する」ところに，
一般的な売買契約とは異なる労働契約の特殊性を読
み取っている（９１―９３頁）。
４２）商業信用は一般に，「将来の支払約束を信用して後
払いで商品を売ること」と定義される。この「後払
いで商品を売る」という部分に，実質的な貨幣貸借
の関係が潜んでいると見るかどうかで，商業信用の
捉え方は分岐する。しかしこの分岐は，本文で述べ
たことの正否とは直接関係がない。
むろん，実質的な貨幣貸借の関係が潜んでいない
（あくまで商品売買の関係だ）と見るのであれば，貸
借関係と信用関係との間に走っている断層の存在は
いっそう明瞭になる。しかし反対に，実質的な貸借
関係が潜んでいると見たところで，この断層が消滅
するわけではない。「将来の支払約束を信用して実質
的に貨幣を貸す」という定義において，信用は原因，
貸借はその結果という関係に置かれている。そして
形式論理的に考えても，原因は，結果と同義ではな
い（同義では因果関係が成立しない）。信用するから
貸すのであって，貸すこと自体が信用することでは
ないのである。
４３）それが問題にならなかった理由の一端は，従来の
信用論研究のなかで労使間の信用関係がほとんど捨
象されてきたことにあるが，それだけではない。根
底的な理由は，従来の原理論研究のなかで価値論が
偏重され，使用価値論が著しく軽視されてきたこと
にある。
マルクスの商品論のなかにある「いろいろな商品
労働力と商人（１）
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のいろいろな使用価値は，一つの独自な学科である
商品学の材料を提供する」という文言は（K .，，S.５０，
〔１〕７３頁），「だから経済学の材料にはならない」とい
う意味で解釈されることが多い。しかし，この解釈
によって原理論研究から抜け落ちる問題は少なくな
いのである。
４４）小幡［２００９］は，一口に労賃の後払いといっても，
支払額が先決めされる方式と後決めされる方式との
二通りがあり，どちらの方式を取るかによって労働
者の主体性に与える影響は異なると述べている（１３７
―１３８頁）。労働者が手を抜くかどうかは，支払額がど
の時点で決定されるかという問題に関わり，労賃が
後払いされるかどうかという問題には直結しないと
いうわけである。
４５）むろん貸借関係にも，貸し付けたよりも少ない金
額しか返済されないという事態は起こりうるであろ
う。しかしこの事態は，あくまで貸付先の商売が芳
しくないことに起因するのであり，貸し付けた金額
自体が後になって少なく見積もられることに起因す
るわけではない。貸借関係には，貸借物件の価値に
たいする評価（または評価方法）が異時点間で変化
するという問題は生じないのである。拙稿［２０１５・
１６］（２）４５―５０頁も参照せよ。
（なお，参考文献については，第５２巻第３号で示す）
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